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平成２０年１１月 
川崎市教育委員会 



 

はじめに 

  

 

平成１９年６月に「地方教育行政の組織及び運営に関する法律」（平成２０年４月施行）

が改正され、教育委員会の権限に属する事務の管理及び執行の状況について点検及び評価

を行い、その結果に関する報告書を作成し、これを議会に提出するとともに、公表しなけ

ればならないと規定されました。また、点検及び評価を行うに当たっては、教育に関し学

識経験を有する者の知見の活用を図るものとされました。 

この規定に基づき、学識経験者、市民代表、教職員からなる「川崎市教育改革推進協議

会」からご意見を頂きながら、教育委員会の権限に属する事務の管理及び執行の状況につ

いて点検及び評価を行いましたので報告いたします。 

なお、本市では、平成１７年度から平成２６年度までの１０年間を対象とした「かわさ

き教育プラン」を策定し、その中で３年間を単位とした重点施策及び施策体系を設定し、

具体的な取組やスケジュールを３年ごとに見直すこととしています。また、「かわさき教育

プラン」は、計画（PLAN）－実行（DO）－点検・評価（CHECK）－改善（ACTION）のサイク

ルで推進し、市民の皆様と共に様々な課題を解決していくことを目指していきます。 

 

 

平成２０年１１月 

川崎市教育委員会 

 

 

 

 

（参考） 

地方教育行政の組織及び運営に関する法律（抜粋） 

 

（教育に関する事務の管理及び執行の状況の点検及び評価等） 

第２７条 教育委員会は、毎年、その権限に属する事務（前条第１項の規定により教育長

に委任された事務その他教育長の権限に属する事務（同条第３項の規定により事務局職員

等に委任された事務を含む。）を含む。）の管理及び執行の状況について点検及び評価を行

い、その結果に関する報告書を作成し、これを議会に提出するとともに、公表しなければ

ならない。 

２ 教育委員会は、前項の点検及び評価を行うに当たっては、教育に関し学識経験を有す 

る者の知見の活用を図るものとする。 
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 第１章 かわさき教育プランの全体像 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

     

 

 

 

 

 

 

第１章 プランの基本的な考え方 

プランの目標 

（１）多様化する価値観の中で、子どもと大人が共に生き、一人ひとりが

いきいきと輝く学習社会を創造する 

（２）地域の学習のネットワーク化を支援し、地域教育力の向上へつなげる 

プランにおける施策の方向性 

（１）各学校や地域の自主性・自律性を促進する  

（２）市民との協働、職員の専門性の向上、専門家の参画を推進する  

（３）客観的な現状把握に基づく、効果的で効率的な教育行政を推進する 

プランの基本的な考え方

を重視した施策展開 

第３章 施策体系 

 
１ 幼児・学校教育 

２ 家庭・地域に 

  おける教育 

３ 社会教育・文化 

  ・スポーツ 

４ 教育行政 

特
に
重
視
す
る
事
業
を
抽
出 

第２章 重点施策 

１ 川崎式で「生きる力」をつける 

２ 「個性が輝く学校」をつくる 

３ 「教職員の力」を伸ばす 

４ 「地域に開かれた学校施設」にする 

５ 「市民の学び」を支援する 

６ 「市民の力」を活かす 

（点検及び評価の対象） 

プランの効果的 

かつ着実な遂行 

第４章 プランの進め方 

１ プランの広報 

２ PDCAのサイクル、スケジュール、進捗管理体制 

３ 川崎市教育目標について 
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 第２章 かわさき教育プランの点検及び評価の項目 

 

１ 点検及び評価の対象 

点検及び評価の対象は、かわさき教育プランにおける、次の６つの重点施策を対象

とし、点検及び評価を行いました。 

なお、かわさき教育プランは、「幼児・学校教育」「家庭・地域における教育」「社会

教育・文化・スポーツ」「教育行政」の４つの「基本政策」を推進するために、１３の

「基本施策」、５２の「施策」、１８８の「事業」から構成されています。この１８８

の事業の中から抽出した事業を重点施策としています。 

 

（１）川崎式で「生きる力」をつける 

（２）「個性が輝く学校」をつくる 

（３）「教職員の力」を伸ばす 

（４）「地域に開かれた学校施設」にする 

（５）「市民の学び」を支援する 

（６）「市民の力」を活かす 

 

２ 点検及び評価の実施体制 

   かわさき教育プランの重点施策を評価するに当たって、各重点施策にプロジェクト

を設置し、総合評価を行っています。プロジェクトでは、達成状況・総合評価を行う

とともに、課題・問題点を抽出しています。この総合評価を学識経験者、市民代表、

教職員で構成する「川崎市教育改革推進協議会」に諮り、意見を頂きながら見直し方

針を策定しています。 

    

川崎市教育改革推進協議会委員        （平成20年3月31日現在、敬称略） 

氏  名 所  属  等 

小島 弘道 平成国際大学法学部教授 

小松 郁夫 国立教育政策研究所教育政策・評価研究部長  

佐藤 一子 法政大学キャリアデザイン学部教授 

中條 克之 川崎市PTA連絡協議会副会長 

川西 和子 宮前区地域教育会議議長 

岡部 佳文 公募 

安藤  徹 公募 

牧田 好央 久本小学校長 

三富 信義 宮前平中学校長 

石垣 喜久雄 川崎市教職員組合執行委員長 
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　重点施策１

第３章　かわさき教育プラン　－重点施策評価シート－

かわさき教育プラン-重点施策評価シート（平成１９年度）その１

●重点施策のめざす方向（成果）

●実施方法

プロジェクト実施体制

リーダー 学校教育部長

メンバー

カリキュラムセ
ンター室長、特
別支援教育セン
ター室長、指導
課長、教職員課
長、生涯学習推
進課長、企画課
長

プロジェクトリーダー〔学校教育部長〕による見直し方針

●次年度以降に向けた見直し方針

川崎式で「生きる力」をつける

知（確かな学力）・徳（豊かな人間性）・体（健康・体力）からなる「生きる力」が、川
崎市の教育を受ける全ての子どもたちの身に付く。

・（それぞれの）子どもの発達に応じた教育を展開する方法（「川崎式」）で、「生き
る力」をつける
・自分で道を切り開くことができる力である「確かな学力」の育成、定着を目指す
・「特別支援教育」体制を整備、強化する

重点施策１

プロジェクトによる総合評価

●重点施策の達成状況・総合評価

●課題・問題点

・学習状況調査により、児童生徒の学習状況を的確に把握し、教育課程・指導方法の改善・充実を図
る。
・特別支援教育については、従来の障害児教育の対象だけでなく、LD、ADHD等を含めて障害のある
児童生徒一人ひとりの教育的ニーズに応じた適切な教育的支援を行うために、支援体制を充実する。
・いじめ・不登校等を生まない環境づくりと早期対応に向けた取組については、教員の学級経営能力や
児童生徒指導、教育相談に関する力量の向上とあわせて、スクールカウンセラーの有効な活用など、い
じめ・不登校等に対する相談機能を充実させ、早期発見・適切な対応を図る。また、いじめ・不登校等
に対して学級担任だけで抱えこまず、組織で対応する体制づくりと、小学校と中学校の連携を推進す
る。

・参加型権利学習を中心とした実践事例集「Ｋタイム」を活用し、互いの違いを認め合える姿勢を育む
など、子どもたちの人権尊重教育を推進した。
・小学校５年生を対象とする学習状況調査（国語、算数）、中学校１～３年生を対象とする川崎市学習
診断テスト（国語、社会、数学、理科、英語、２年生のみ学習意識調査）を実施した。また、川崎市検
証改善委員会において、全国学力・学習状況調査の結果を分析し、改善支援プランを示した「川崎市検
証改善委員会報告書」を作成した。
・少人数教育の推進については、学校生活への適応促進等、学習指導・児童指導の充実を図るため、小
学校１年生の少人数学級を実施した。また、基礎・基本の確実な定着を目指し、習熟度別学習や課題別
学習などの少人数指導により、個に応じたきめ細やかな指導の充実に努めた。
・特別支援教育の推進については、小・中学校の通常の学級に在籍する特別な教育的支援を必要とする
児童生徒へきめ細やかな支援を行うため、特別支援教育サポーターの配置や情緒障害通級指導教室の整
備を行った。また、特別支援学校の地域支援の充実と居住地交流の本格実施に向けて検討を行った。

・子どもたちにきめ細やかな指導を行い「確かな学力」の育成をめざし、学習状況を的確に把握しなが
ら教育課程や指導方法・授業内容の改善を図っていく必要がある。
・学校教育法の一部改正（平成１９年４月施行）を踏まえ、小・中学校における特別支援に係る校内体
制の更なる整備や、特別支援学校の機能拡充や地域におけるセンター的役割が求められている。また、
年々増加する特別支援に関する相談に対応した体制整備が必要である。
・いじめ・不登校を生まない環境づくり、一人ひとりに寄り添ったケア体制が必要である。

川崎市教育改革推進協議会によるコメント

・児童生徒の確かな学力を育成するためには、学校の教育力を絶えず向上させていく必
要がある。
・特別支援教育については、業務を多く抱えている学校だけでは、対応が困難である。
学校へのより一層の支援が必要である。
・スクールカウンセラー等の配置により、児童生徒の精神状態が落ち着いている。
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　重点施策１

●展開する事業の進捗状況（事業目標）

進捗状況１

●子どもの権利学習資料小学生
版「かがやき」「みんな輝いてるか
い」、中学生・高校生版「わたしもあ
なたも輝いて」の作成･配付

●子どもの権利学習資料小学生
版「かがやき」「みんな輝いてるか
い」、中学生・高校生版「わたしもあ
なたも輝いて」の作成･配付。参加
型人権実践事例集「Kタイム」を作
成し、全教員に配布。

●子どもの権利学習資料小学生
版「かがやき」「みんな輝いてるか
い」、中学生・高校生版「わたしもあ
なたも輝いて」の作成･配付。また、
子どもの権利学習検討委員会を開
催し、内容の充実を図った。

事業目標１

●小・中・高・聾・養護学校向け
人権尊重教育を推進するための支
援、子どもの権利学習資料の作成

内容の充実

事業の概要
　「川崎市子どもの権利に関する条例」の趣旨を踏まえ、本市においてこれまで積極的に取り組んできた、
一人ひとりが違いを認め合い、互いの人権を尊重し合えるような人権尊重教育を推進します。

年　　度 平成１７年度 平成１８年度 平成１９年度

事業名 ②人権尊重教育の推進 所管部署 人権共生教育担当

進捗状況

●道徳教育の充実、体験活動（栽
培・飼育など）等のいのちに触れる
活動を全校で展開
　教員の指導力向上に向けた道徳
教育指導事例集の作成及び全教
員への配付、並びに研究・研修の
実施、指導主事による校内研修で
の指導助言

●道徳教育の充実、体験活動（栽
培・飼育など）等のいのちに触れる
活動を全校で実施。
教員の指導力向上に向けた道徳
教育指導事例集「規範意識を育む
道徳教育の実践」を作成・配布し、
成長段階に沿った「他者意識」を育
む研究・研修の実施、校内授業研
究会・道徳研修会での指導主事の
指導助言。

●道徳教育の一層の充実を図ると
ともに、体験活動（栽培・飼育など）
等のいのちに触れる活動を引き続
き全校で実施した。また、教員の指
導力向上に向けた道徳教育指導
事例集を引き続き作成し全教員へ
の配付するとともに、小中合同道
徳教育研修の実施や（拡大）要請
訪問等における指導主事による指
導助言等により、道徳の授業の改
善・充実並びに教員の指導力の向
上を図った。

事業目標

●全校で実施
道徳教育の充実、体験活動（栽培・
飼育など）等のいのちに触れる活
動の展開

内容の充実 内容の充実

事業の概要
　子どもたちが自分の存在を肯定し、自尊感情や自信を持って生きるとともに、他者を尊重する姿勢を育み
ます。また、読書活動や体験活動等を通して豊かな人間性や社会性を育成するとともに、善悪の判断、基
本的なしつけなどについて家庭や地域と連携した取組を行い、社会のルールを守る子どもを育てます。

年　　度 平成１７年度 平成１８年度 平成１９年度

事業名 ①いのち、こころの教育の推進 所管部署 指導課・総合教育ｾﾝﾀｰ

事業目標２

●Ｈ１７は１４６学級に派遣
学校が子どもの権利学習を行う際
の講師の派遣

内容の充実

進捗状況２

●小学校１４３学級に派遣
「子どもの権利学習派遣事業」の
講師派遣

●小学校１５０学級に「子どもの権
利学習派遣事業」の講師を派遣。
事業説明会においてワークショッ
プ形式で、担当教員も体験し、事
業に対する認識を高めている。

●小学校１６１学級に「子どもの権
利学習派遣事業」の講師を派遣。
事業説明会においてワークショップ
形式で、担当教員も体験し、事業
に対する認識を高めた。

事業目標３

●Ｈ１７は７５校に派遣
異文化を持つ地域の外国人市民
等を学校に講師として派遣

内容の充実

進捗状況３

●小・中・高・聾学校５８校に派遣
「民族文化講師ふれあい事業」の
講師派遣

●小・中・高・聾学校５９校に派遣
「民族文化講師ふれあい事業」の
講師派遣。また、民俗文化講師ふ
れあい事業交流会を行い、学習の
取組み状況がよい学校の実践例
を紹介し、各学校の事業実施の内
容を充実させている。

●小・中・高・聾学校６０校に派遣
「民族文化講師ふれあい事業」の
講師派遣。また、民俗文化講師ふ
れあい事業交流会を行い、多文化
共生教育の実践例を発表しあい、
各学校の事業実施の内容を充実さ
せた。
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　重点施策１

進捗状況

●思考し判断する必要のある課
題・学習場面の設定を重視した授
業を全校で展開
●教員の指導力向上に向けた各
教科等の指導事例集の作成及び
全教員への配付、並びに研究・研
修の実施指導主事による校内研
修での指導助言

●学習状況調査等の結果を分析
し、思考力・判断力を育てるための
方策を研究会を中心に研究し、全
校で授業実践。
●教員の指導力向上に向けた各
教科等の指導事例集の作成及び
全教員への配付。一人一人の力
にあった学習形態の推進。

●学習状況調査の結果を分析す
ることにより、子どもたちの学習課
題の把握、課題解決に向けて指導
方法の改善等を行い、子どもたち
の思考力・判断力の一層の育成を
目指した授業を全校で展開した。
また、教員の指導力向上並びに授
業改善に向け、各教科等の指導事
例集の作成を継続し全教員へ配付
するとともに、研修の実施、（拡大）
要請訪問等において指導主事によ
る指導助言等を行った。

事業目標

●思考し判断する必要のある課
題・学習場面の設定を重視した授
業展開

●学習状況調査等の結果により改
善

事業の概要
　子どもたちの思考力・判断力等を向上させるために、思考し判断する必要のある課題や学習場面の設定
を重視した教育を行います。

年　　度 平成１７年度 平成１８年度 平成１９年度

⑤思考力・判断力等を向上させる学習指導の充実 所管部署 指導課・総合教育ｾﾝﾀｰ

進捗状況

●学びの意義、学びの実感を与
え、意欲・態度形成を重視した授業
を全校で展開
●教員の指導力向上に向けた各
教科等の指導事例集の作成及び
全教員への配付、並びに研究・研
修の実施、指導主事による校内研
修での指導助言

●学習状況調査の結果を分析し、
学ぶ意欲や学ぶ楽しさを味わわせ
る授業の創造を目指した授業を全
校で展開。
●教員の指導力向上に向けた各
教科等の指導事例集の作成及び
全教員への配付。一人一人の力
にあった学習形態の推進。

●学習状況調査の結果を分析す
ることにより、子どもたちの学習課
題の把握、課題解決に向けて指導
方法の改善等を行い、子どもたち
の主体的に学ぶ意欲や態度の一
層の育成を目指した授業を全校で
展開した。また、教員の指導力向
上並びに授業改善に向け、各教科
等の指導事例集の作成を継続し全
教員へ配付するとともに、研修の
実施、（拡大）要請訪問等において
指導主事による指導助言等を行っ
た。

指導課・総合教育ｾﾝﾀｰ

事業の概要
　子どもたちが、発達状況に応じて、自分で考え、自ら問題を解決しようとする態度の育成を重視した教育
を行います。

年　　度 平成１７年度 平成１８年度 平成１９年度

事業の概要
　子どもたちが、生涯にわたって、学び続けるために必要とされる、読み書きや正確に計算する力などの、
各教科における揺るぎない基礎・基本の定着を図ります。

年　　度 平成１７年度 平成１８年度 平成１９年度

事業名 ③読み・書き・計算等、基礎・基本の徹底 所管部署 指導課・総合教育ｾﾝﾀｰ

●児童生徒の学習状況調査結果
から効果的な取り組みや課題を明
らかにし、個に応じた補充学習、発
展学習を全校で展開。
●教員の指導力向上に向けた各
教科等の指導事例集の作成及び
全教員への配布。一人一人の力
にあった学習形態の推進。

事業名 ④自ら学ぶ意欲、自ら考える態度の育成 所管部署

事業目標

●学びの意義、学びの実感を与
え、意欲・態度形成を重視した授業
展開

●学習状況調査等の結果により改
善

事業名

事業目標

●児童生徒の学習状況に応じた補
充学習、発展学習の展開

●学習状況調査等の結果により改
善

進捗状況

●学習状況調査の結果の分析か
ら、子どもたちの基礎・基本の定着
状況を把握することにより学習課
題を明らかにし、その解決を目指し
た授業改善を全校で行った。また、
各教科の指導事例集を作成し全教
員に配付するとともに、各教科等に
関する研修の実施、（拡大）要請訪
問等における指導主事等の指導
助言等により、教員の指導力の一
層の向上を図り、各学校において
基礎・基本の確実な定着を目指し
た授業を実施した。

●児童生徒の学習状況に応じた補
充学習、発展学習を全校で展開
●教員の指導力向上に向けた各
教科等の指導事例集の作成及び
全教員への配付、並びに研究・研
修の実施、指導主事による校内研
修での指導助言
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　重点施策１

事業名 ⑥表現力・コミュニケーション能力の向上 所管部署 指導課・総合教育ｾﾝﾀｰ

事業の概要
　様々な活動場面において、言語はもとより、絵画、音楽、身体活動等による豊かな表現力を育てることを
目指した取組を充実します。また、好ましい人間関係づくり等が図られるよう、コミュニケーション能力の一
層の向上を目指した取組を展開します。

年　　度 平成１７年度 平成１８年度 平成１９年度

事業目標

●各教科等における表現活動を重
視した授業展開

●学習状況調査等の結果により改
善

進捗状況

●各教科等における表現活動を重
視した授業を全校で展開
●教員の指導力向上に向けた各
教科等の指導事例集の作成及び
全教員への配付、並びに研究・研
修の実施指導主事による校内研
修での指導助言

●各教科における表現力育成の
ための課題を明らかにし、課題解
決のための授業を全校で展開。
●読書のまち・かわさき関連事業
や音楽のまち・かわさき関連事業
と連携し、一人一人の表現力を高
める。

●学習状況調査の結果を分析す
ることにより、子どもたちの表現力
やコミュニケーション能力の育成に
係る課題を把握し、課題解決に向
けて指導方法の改善等を行い、一
層の育成を目指した授業を全校で
展開した。また、教員の指導力向
上並びに授業改善に向け、各教科
等の指導事例集の作成を継続し全
教員へ配付するとともに、研修の
実施、（拡大）要請訪問等において
指導主事による指導助言等を行っ
た。

事業名 ⑦「確かな学力」に係る学習状況調査の導入 所管部署 指導課・総合教育ｾﾝﾀｰ

事業の概要

　指導などに活かすため、学習状況調査を導入し、子どもたちの学習状況を正しく把握します。
調査の導入で以下の成果を目指します。
●学校や教員が子どもたちの学習状況を正確に把握することにより、指導方法や教育課程の検証・改善を
図ります。
●子どもと保護者に学習状況を伝え、一人ひとりの子どもの学習に対する課題を明確にし、子どもが学習
へ取り組む態度や、家庭での学習のあり方を改善することに役立てます。
●教育委員会が各学校の教育課題をより正確に把握することにより、それぞれの学校を効果的・効率的に
支援することを目指します。

年　　度 平成１７年度 平成１８年度 平成１９年度

事業目標２

●国語･数学・英語・理科・社会を
全校実施
（中学校では従来の診断テストに
加え、２年生で学習意識調査を実
施）

効果を確認して、調査対象や実施
方法等を改善

効果を確認して、調査対象や実施
方法等を改善

進捗状況２

●中学校１～３年生を対象に国
語、社会、数学、理科、英語を、ま
た２年生を対象に学習意識調査を
併せて全校実施（H17.11.17)

●中学校１～３年生を対象に国・
社・数・理・英を全校実施（２年生は
学習意識調査も全校で実施）。
（H.18.5.12）
●調査結果をもとにした個人面談
指導を行い、一人一人の課題を明
確にする。

●中学校１～３年生を対象に国・
社・数・理・英を全校実施（２年生は
学習意識調査も全校で実施）。
（H.19.11.15）
●調査結果をもとにした個人面談
指導等の実施を通して、一人一人
の課題を明確にし、それを基に指
導方法等を検証し、改善を図った。

事業目標１

●国語・算数・学習意識調査を全
校実施
（小学校５年生で新規に実施）

効果を確認して、調査対象や実施
方法等を改善

効果を確認して、調査対象や実施
方法等を改善

進捗状況１

●小学校５年生を対象に国語、算
数と学習意識調査を全校実施
（H17.11.30)

●小学校５年生を対象に国語・算
数と学習意識調査を全校実施。
（H.18.5.12）
●調査結果をもとにした個人面談
指導を行い、一人一人の課題を明
確にする。

●小学校５年生を対象に国語・算
数と学習意識調査を全校実施。
（H.19.5.9）
●調査結果をもとにした個人面談
指導等の実施を通して、一人一人
の課題を明確にし、それを基に指
導方法等を検証し、改善を図った。
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　重点施策１

進捗状況１
●習熟度別学習の実施（小学校６
９校・中学校２０校）

●習熟度別学習の実施（小学校６
９校　中学校２０校）

●習熟度別学習の実施（小学校４
１校　中学校１３校）

事業目標１

●習熟度別学習の推進（Ｈ１６は小
学校６２校、中学校１５校で実施） 学習状況調査等の結果

による研究
学習状況調査等の結果
による研究

進捗状況２
●課題別学習の実施（小学校４１
校・中学校２９校）

●課題別学習の実施（小学校４１
校　中学校２９校で実施）

●課題別学習の実施（小学校３４
校　中学校２校で実施）

事業目標２

●課題別学習の推進（Ｈ１６は小学
校３５校、中学校４校で実施） 学習状況調査等の結果

による研究
学習状況調査等の結果
による研究

進捗状況１

●小学校１年生における少人数学
級の実施（神奈川県研究指定校Ｈ
１７は17校で、弾力化によるもの1
校で計1８校実施.)

●小学校１年生における少人数学
級の実施（神奈川県研究指定校Ｈ
１８は24校で実施.)。

●小学校１年生における少人数学
級の実施（神奈川県研究指定校Ｈ
１９は31校で実施.)。

事業目標１

●小学校１年生における少人数学
級の実施
（神奈川県研究指定校、Ｈ１６は１１
校で実施）

進捗状況１

●平成１８年２月に各種目の身体
能力を向上させるための運動を例
示した調査報告書を発行

●体力向上を目的とした地区別運
動会を実施するとともに新体力テ
ストの結果を考察した報告書を発
行

●地区別運動会の実施及び新体
力テストの報告書作成。子どもたち
の体力向上を目的としたかわさき
キッズ体操の作成と普及・啓発。

事業目標１

●運動の楽しさを味わうことのでき
る学習展開、子どもたちの主体的
な健康づくり、基礎体力づくりの支
援

●ティームティーチングの実施（Ｈ１
６は小学校５３校、中学校３９校で
実施）

学習状況調査等の結果
による研究

学習状況調査等の結果
による研究

進捗状況３
●ティームティーチングの実施（小
学校４８校・中学校１０校）

●ティームティーチングの実施（小
学校４８校　中学校１０校）

●ティームティーチングの実施（小
学校６９校　中学校３３校）

事業目標３

事業の概要
　基礎・基本の確実な定着を目指し、学習内容や子どもたちの実態にあった学習方法（習熟度別学習、課
題別学習、ティームティーチングなどの少人数指導）を推進し、個に応じたきめ細かな指導の充実に努めま
す。

年　　度 平成１７年度 平成１８年度 平成１９年度

事業名 ⑩少人数指導などきめ細かな学習指導の推進 所管部署 指導課・教職員課

進捗状況２
●Ｈ１７は６校に配置
非常勤講師（市費）を配置

●Ｈ１８は１５校に配置
非常勤講師（市費）を配置

●Ｈ１９は２７校に配置
非常勤講師（市費）を配置

事業の概要
　学校生活への適応の促進、基本的な生活習慣の定着、望ましい集団づくりなど、小学校１年生に対する
学習指導・児童指導を充実するために、当面は小学校１年生の１クラスの人数を35人以下とするなど、より
きめ細かな指導ができる体制づくりを推進します。

年　　度 平成１７年度 平成１８年度 平成１９年度

事業名 ⑨少人数学級等の推進 所管部署 教職員課・指導課

進捗状況２
●小学校　１６校
●中学校　全校（５１校）
新体力テスト（８種目）を実施

●小学校１７校
●中学校全校
新体力テストを実施

●小学校２１校
●中学校全校
新体力テストを実施

事業の概要
　子どもたちの健康や体力・運動能力について、体力測定などを行うことで定期的に把握し、課題や対応策
について専門的な分析・検討を行います。また、子どもが運動の楽しさを味わうことのできる授業づくりや運
動をする動機づけ等を行い、子どもたちの主体的な健康づくりや基礎体力づくりを支援します。

年　　度 平成１７年度 平成１８年度 平成１９年度

事業名 ⑧健康・体力の向上 所管部署 健康教育課

●小学校２５校
●中学校全校

●小学校３０校
●中学校全校

●効果を見ながら推進
事業目標２

●Ｈ１７は６校に配置
非常勤講師（市費）を配置

●小学校　２０校
●中学校　全校
新体力テスト（８種目）の実施

事業目標２
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　重点施策１

事業名 ⑪小中学校における特別支援教育の推進 所管部署 指導課・総合教育ｾﾝﾀｰ

事業の概要

　小中学校における特別支援教育の推進のために、校内支援体制づくりを行うとともに、通級指導教室の
専門性の活用や巡回相談システム等の整備を行います。
また、従来の障害児教育の対象だけでなく、LD、ADHD、高機能自閉症等を含めて障害のある児童生徒一
人ひとりの教育的ニーズに応じた適切な教育的支援を行うために、（仮称）特別支援教室の設置を進めま
す。

年　　度 平成１７年度 平成１８年度 平成１９年度

事業目標４

●通級指導教室の機能拡充
（言語）各区１ヶ所
（情緒）全市２ヶ所⇒３ヶ所

進捗状況４

●市内３ヵ所めの情緒障害通級指
導教室を川崎小に設置し､通級指
導を行った。

●新たに聾学校に難聴通級指導
教室を設置した。また、通級指導
教室の拡充について検討した。

●新たに情緒障害通級指導教室
を東住吉小に設置し、市内で４ヶ所
になった。また、中学校の通級指
導教室の設置について検討を行っ
た。

事業名
⑫聾・養護学校の特別支援教育の機能拡充と

特色ある学校づくり
所管部署 指導課・総合教育ｾﾝﾀｰ

事業の概要
　聾・養護学校は、地域の小中学校を対象とした教育的支援や教職員・保護者からの相談窓口を備えた特
別支援教育のセンター的役割を担い、聾・養護学校を中心とする地域におけるネットワーク体制づくりを進
めていきます。また、総合的（知・肢併置）養護学校の整備を行います。

年　　度 平成１７年度 平成１８年度 平成１９年度

事業目標３
●関係機関（教育・福祉・医療等）
による連携システムのあり方につ
いて研究

●連携システムの検討 ●連携システムの構築

進捗状況３

●一貫した相談体制､広域的な支
援体制を支える柱となる「個別の教
育的支援計画」案を関係機関と連
携して作成し､１８年度試行の準備
を行った。

●一貫した相談支援体制、広域的
な支援体制を支える柱となる「個別
の教育支援計画」を学校、関係機
関と連携して、初就学、小６、中３
を対象に行った。

●発達障害者支援体制を検討す
る中で、関係機関の連携システム
の基礎が図られた。「個別の教育
支援計画」を基に具体的な連携の
方法について理解を図ることがで
きた。

事業目標３

●巡回指導員を全市で４名配置
学校を巡回しながら、主に教員に
対して指導方法等の助言を行う巡
回指導員を配置

進捗状況３

●巡回指導員を４名配置
延べ１５１回派遣し、相談支援や教
員への指導助言､研修等を行っ
た。

●巡回指導員を４名配置
延べ２３４回派遣し、相談支援や教
員への指導助言、研修等を行っ
た。

●巡回指導員を４名配置
延べ２４３回派遣し、相談支援や教
員への指導助言、研修等を行っ
た。

事業目標２

●５６校を対象に相談・支援
教員や保護者などを対象に相談･
支援を行う巡回相談員が学校を訪
問

●５６校
（Ｈ１６～Ｈ１８で全１６８校を終了）

●見直し

進捗状況２

●５６校を研究協力校に指定
巡回相談員を学校に延べ１７７回
派遣し､相談支援を行った。

●５６校を研究協力校に指定
巡回相談員を学校に延べ１７９回
派遣し、相談支援を行った。

●８１校を研究協力校に指定
巡回相談員を学校に延べ１７３回
派遣し、相談支援を行った。

事業目標１
●（仮称）特別支援教室の設置に
ついて調査･研究

●モデル校での研究 ●モデル校での試行

進捗状況１

●特別支援教育推進委員会にお
いて検討を行った。

●モデル校や研究推進校におい
て校内支援のあり方について研修
研究を行った。

●特別な教育的支援の必要な児
童生徒に対して非常勤講師を配置
し、校内支援を試行的に行った。

事業目標２

●一人ひとりの子どもの教育的
ニーズに応じて「個別の教育支援
計画」を作成

進捗状況２

●一貫した相談体制､広域的な支
援体制を支える柱となる「個別の教
育支援計画」案を関係機関と連携
して作成し､１８年度試行の準備を
行った。

●一貫した相談支援体制、広域的
な支援体制を支える柱となる「個別
の教育支援計画」を学校、関係機
関と連携して、初就学、小６、中３
を対象に行った。

●一貫した相談支援体制、広域的
な支援体制を支える柱となる「個別
の教育支援計画」を学校、関係機
関と連携して、特別支援学級在籍
の児童生徒を対象に全学年行っ
た。

事業目標１
●聾・養護学校による地域の学校
等への支援の実施

進捗状況１

●県立を含め市内６校の聾養護学
校の支援の地域を定め､地域の小
中学校への指導助言､公開研修な
どを行った。

●県立を含め市内６校の聾養護学
校で地域の小中学校への指導助
言を延べ３５９回､公開研修（延べ
約８００人の参加）などを行った。

●県立を含め市内６校の特別支援
学校で地域の小中学校への指導
助言を延べ約３８０回､公開研修(延
べ約９２０人の参加）などを行った。
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　重点施策１

進捗状況２

●ＰＴＡ家庭教育学級１０５学級実
施、自主グループ家庭教育学級８
学級実施

●ＰＴＡ等家庭教育学級１０８学級
実施、自主グループ家庭教育学級
８学級実施

●ＰＴＡ等家庭教育学級１１１学級
実施、自主グループ家庭教育学級
７学級実施

事業目標２
●ＰＴＡ家庭教育学級、自主グルー
プ家庭教育学級の開催

事業の概要
　子どもが「生きる力」を育む基礎となる家庭の教育力の向上を目指し、子どもの発達や生活習慣、子ども
の権利、親のあり方、地域社会との関わりなどについて学び、子育てにおける悩みや不安を共有・解消する
機会を提供するとともに、PTAや自主グループによる家庭教育や子育てに関する学習を支援します。

年　　度 平成１７年度 平成１８年度 平成１９年度

事業名 ⑬家庭の教育力の向上（重点施策5-⑥） 所管部署 生涯学習推進課

事業目標１
●１２学級実施
家庭・地域教育学級の開催

進捗状況１
●１５学級実施
家庭・地域教育学級の開催

●１６学級実施
家庭・地域教育学級の開催

●１６学級実施
家庭・地域教育学級の開催
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重点施策１

かわさき教育プラン-重点施策評価シート（平成１９年度）その２

●総合計画における関連事務事業経費等 (千円)

4,771,207

　事業費

　計画事業費

　決算額 4,402,345

　予算額 4,619,886 4,938,855

4,619,886 4,729,676

5,115,839 14,289,391

平成19年度
平成17-19年度

合計

14,728,3435,169,602

4,837,473 14,187,035

川崎式で「生きる力」をつける重点施策１

平成17年度 平成18年度
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重点施策１

かわさき教育プラン-重点施策評価シート（平成１９年度）その３

●「指標」と「展開する事業」の関連図

①いのち、こころの教育の推進
②人権尊重教育の推進
③読み・書き・計算等、基礎・基本の徹底
④自ら学ぶ意欲、自ら考える態度の育成
⑤思考力・判断力等を向上させる学習指導の充実
⑥表現力・コミュニケーション能力の向上
⑧健康・体力の向上

⑤思考力・判断力等を向上させる学習指導の充実

④自ら学ぶ意欲、自ら考える態度の育成

⑥表現力・コミュニケーション能力の向上

⑧健康・体力の向上

⑦「確かな学力」に係る学習状況調査の導入

⑨少人数学級等の推進
⑩少人数指導などきめ細かな学習指導の推進

⑪小中学校における特別支援教育の推進
⑫聾・養護学校の特別支援教育の機能拡充と特色ある学校づくり

⑬家庭の教育力の向上（重点施策５－⑥）

※実線枠の指標は、「かわさき教育プラン」に例示されている重点施策の成果指標
　破線枠の指標は、重点施策を評価するために補足設定した指標

川崎式で「生きる力」をつける重点施策１

子供の学習意欲

1ヶ月に読む本の冊数

新体力テスト

自分のやり方で学習できて
いると思う小学生の割合

情報の集め方や調べ方が
わかるようになったと思う

小学生の割合

１学級あたりの
児童数（小１）

個別の教育支援計画作成率

家庭教育学級受講者数

学習状況調査の実施率

ＰＴＡ学級受講者数

日常生活の中で、自分の思
いや考えを積極的に話そう
としている児童生徒の割合
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重点施策１
かわさき教育プラン-重点施策評価シート（平成１９年度）その４

●「かわさき教育プラン」に例示されている指標の推移（上段：教育プラン値　下段：現状値）

９６．７ ９６．９ ９８．０

修正目標値 － － ９６．５

現状値

指標名 （女子）

２．４冊 ３．０冊

教育プラン値

修正目標値 －

修正目標値 － － ２．３冊

－

教育プラン値 － ６．０冊

５．０冊

７．０冊

－

４．１冊 ４．２冊

平成16年度

７３％ ７４％

６．１冊

－

７６．８％

６５％

指標の定義
・指標式（単位）

川崎式で「生きる力」をつける重点施策１

現状値 ２．３冊２．２冊

指標名 子供の学習意欲

－

修正目標値

指標名 （男子）

平成18年度 平成19年度平成16年度 平成17年度

指標名 新体力テスト

指標の定義
・指標式（単位）

わからないことをそのままにせず、わかるまで努力をしている児童生徒の割合
　＊授業の中で、わからないことがあったら「たずねる」または「自分で調べる」と回答した児童生徒の割合

子どもが１ヶ月間に読む本の平均冊数（マンガ・雑誌をのぞく）

指標名

平成19年度

現状値

－

学習意識調査（＊学習状況調査）

平成26年度

数値の出典

８０％

６４％ ６５％ ７０％

平成19年度

５１％ ５２％

教育プラン値 － ９３．６ ９３．８

９３．４ ９６．３ ９９．０

数値の出典

９６．７

新体力テスト全国平均を１００としたときの川崎市の数値
種目：持久走（中２）　男子　１５００メートル　女子　１０００メートル

新体力テスト

９８．０

４．０冊

学習意識調査（＊学習状況調査）

平成17年度

６．２冊

平成18年度

６０％

指標の定義
・指標式（単位）

指標名

３２％ ４０％

教育プラン値 － ５０％

７２．８％

指標名

教育プラン値 ３１％

修正目標値 － －

－ ２．０冊 ２．１冊

－

５．３冊

数値の出典

２．２冊

（中２）

－ ３０％

３．０冊

９８．６

平成26年度

（小5）

７７．５％

平成16年度 平成17年度 平成18年度

６５．８％

指標名 （中２）

現状値 － ６３．８％

指標名 1ヶ月に読む本の冊数

４．７冊現状値

（小5）

９９．０

９６．７

２．３冊

９４．０ ９５．４

平成26年度

９６．９ ９８．３教育プラン値 － ９６．５

現状値 ９６．３ ９６．５

修正目標値 － －

９８．１
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重点施策１
●重点施策を評価するために補足設定した指標の推移（上段：目標値　下段：現状値）

－ ６５％

平成17年度 平成18年度

１００％ １００％

６０．３％

１００％

目標値 － － １００％

現状値 － １００％ １００％

指標の定義
・指標式（単位）

学習状況調査実施校／全校

平成16年度 平成17年度 平成18年度 平成19年度 平成26年度

指標名 学習状況調査の実施率 数値の出典 学習状況調査実施要項

現状値 － ６３．６％ ６１．５％

平成16年度

目標値 －

平成19年度 平成26年度

６６％ ７０％

指標名 （中２）

現状値 － ６４．７％ ６８．２％ ６８．０％

６６％ ７０％

平成16年度

目標値 － － ６５％

平成17年度 平成18年度 平成19年度 平成26年度

指標名
日常生活の中で、自分の思いや考えを積極
的に話そうとしている児童生徒の割合

数値の出典 学習意識調査（＊学習状況調査）

指標の定義
・指標式（単位）

学習状況調査のなかで、「日常生活の中で、自分の思いや考えを積極的に話そうとしている」と回答した児童生徒の
割合

　＊上記の問について、「話そうとしている」「どちらかといえば、話そうとしている」と回答した児童生徒の割合

指標名 （小5）

７８％ ８０％

現状値 － ７５．７％ ７３．５％ ７４．４％

目標値 － － ７７％

指標の定義
・指標式（単位）

学習状況調査のなかで、「情報の集め方や調べ方がわかるようになったと思う」と回答した小学生の割
合
　＊上記の問について、「そう思う」「どちらかといえばそう思う」と回答した小学生の割合

平成16年度 平成17年度 平成18年度 平成19年度 平成26年度

指標名
情報の集め方や調べ方がわかるように
なったと思う小学生の割合

数値の出典 小学校学習意識調査（＊学習状況調査）

６６．０％

目標値 －

現状値 － ６４．９％ ６５．４％

平成19年度 平成26年度

６７％ ７０％

平成16年度 平成17年度 平成18年度

平成16年度

４８．１％

指標名
自分のやり方で学習できていると思う
小学生の割合

数値の出典 小学校学習意識調査（＊学習状況調査）

－ ６６％

指標の定義
・指標式（単位）

学習状況調査のなかで、「自分の趣味や疑問をもったことを自分のやり方で学習できていると思う」と回
答した小学生の割合
　＊上記の問について、「そう思う」「どちらかといえばそう思う」と回答した小学生の割合

平成26年度

－ －

平成17年度 平成18年度 平成19年度

－

目標値

現状値 ３２．４人

指標名 個別の教育支援計画作成率

３１．３人

－

４３．０％

－目標値

－

－ －

指標の定義
・指標式（単位）

障害児学級で個別の教育支援計画を作成した件数／小中学校の障害児学級の児童生徒数（％）

現状値 －

３０．７人

－

－－

学級数／児童数（人）（小１）

平成16年度 平成19年度 平成26年度

教文・市民館活動報告書

３２．３人

14,462人

－

平成19年度 平成26年度

－

数値の出典

指標名 家庭・地域教育学級受講者数 数値の出典

目標値 － －

現状値 16,403人 14,473人 14,350人

平成17年度 平成18年度

指標名 ＰＴＡ家庭教育学級受講者数 数値の出典

指標の定義
・指標式（単位）

ＰＴＡ家庭教育学級を受講した人の数

数値の出典

平成16年度

指標名 １学級あたりの児童数（小１）

指標の定義
・指標式（単位）

平成17年度 平成18年度

－ －

－ －

教文・市民館活動報告書

－

家庭・地域教育学級を受講した人の数

平成19年度 平成26年度

－

平成16年度 平成17年度 平成18年度

指標の定義
・指標式（単位）

1,737人

目標値 － －

現状値 1,823人 1,668人 1,964人

普通学級のみ　H16：11,183人／345クラス
　　　　　　　H17：11,402人／353クラス

H18：11,281人／360クラス
H19：11,618人／379クラス
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重点施策２

かわさき教育プラン-重点施策評価シート（平成１９年度）その１

●重点施策のめざす方向（成果）

●実施方法

市内の各学校で、地域に根ざし創意工夫を発揮した個性ある教育活動が行われ
る。

・学校の裁量権を拡大する
・学校評価システムを確立する
・豊富な経験を活かして学校経営に対する助言を行う人材等を配置する
・家庭・地域、校種間等の連携を強化する

重点施策２ 「個性が輝く学校」をつくる プロジェクト実施体制

リーダー 学校教育部長

メンバー

カリキュラムセ
ンター室長、指
導課長、教職員
課長、学事課
長、生涯学習推
進課長、企画課
長

川崎市教育改革推進協議会によるコメント
・コミュニティ・スクールは、地域の実態に合わせて展開することが重要である。
・学校と保護者・地域社会との連携強化は必要である。
・区における教育体制の整備・拡充は、より現場に近いところで、学校等をサポートす
ることが重要である。

・学校・家庭・地域社会が一体となって、地域に開かれた信頼される学校づくりを進めるコミュニ
ティ・スクールを各区に設置し、その取組の成果を区内の学校に周知し、地域の実態に合わせ、教育活
動の活性化を図る。
・各区に教育担当を配置し、区・こども支援室と連携しながら、各区における学校と地域社会の連携強
化や学校現場へのきめ細やかな対応など学校運営支援を推進する。

プロジェクトによる総合評価

●重点施策の達成状況・総合評価

●課題・問題点

プロジェクトリーダー〔学校教育部長〕による見直し方針

●次年度以降に向けた見直し方針

・各学校が自らの教育活動や学校運営について自律的、継続的に検証し、改善・充実を図るための資料
として、「川崎市版学校評価システムモデル」を最終報告書として作成し、各学校に配付した。
・商工会議所や地域関係団体と連携し、中学校全校（５１校）で職場体験を実施した。また、その中の
6校（高津中、東橘中、平中、有馬中、菅生中、白山中）は、ｷｬﾘｱｽﾀｰﾄｳｲｰｸ（ｶﾜｻｷJob Joy Week)事業
の研究協力校として、５日間程度の職場体験を実施し、成果や改善に向けての取組みを市内の学校に発
信した。
・子どもの学習活動や学校の教育を支援するために、学校の要請に応じて教育活動サポーターを派遣し
た。（18年度77校⇒19年度111校）
・平成18年12月にコミュニティ・スクールとして指定した川中島・東小田・南河原・土橋の4小学校
における研究を推進するとともに、平成20年2月にフォーラムを開催し研究成果を市内の学校に発信し
た。

・各学校において様々な方法で学校評価に取り組んでいるが、適切な実施に向けて指導・支援を行う体
制づくりが必要となっている。
・価値観の多様化・社会構造の変化に伴い、子どもを取り巻く環境は大きく変化し、複雑化する学校諸
課題を解決するためには、地域の実態に応じたきめ細やかな学校支援が必要となっている。
・コミュニティ・スクールを円滑に運営するための支援とともに、コミュニティ・スクールにおける先
駆的な取組を全校に周知し、各学校の取組に活かしていく必要がある。
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重点施策２

●展開する事業の進捗状況（事業目標）

進捗状況２
●学校経営計画・計画の実施結果
を全校において公表

●学校経営計画・計画の実施結果
を全校において公表

●学校経営計画・計画の実施結果
を全校において公表

事業目標２
●全校実施
学校経営計画・計画の実施結果の
公表

進捗状況１

●小学校１２校１８名・中学校４校７
名を応募者の中から配置。

●小学校１０校１０名・中学校７校７
名・高等学校２校２名を応募者の
中から配置。

●小学校５校５名・中学校５校５
名・高等学校１校１名を応募者の
中から配置。

進捗状況２

●一定の電気料の節減を行った学
校に奨励金（消耗品費）を令達する
「電気使用料節減奨励事業」を制
定実施した。小学校３２校、中学校
１７校のエントリーがあり、各校で
節減努力の結果、小学校６校、中
学校６校が削減基準をクリアーした
ので奨励金を令達した。

●電気料については「電気使用料
節減奨励事業」を引き続き実施し、
水道料については様々な節減に取
り組み、小中学校で前年度実績比
約１億円の節減を行った。財政局
と協議し、図書費の追加配当を行
い、各学校で図書館の蔵書充実を
図った。

●「電気料節減奨励事業」を引続
き実施した。小学校２６校、中学校
１１校のエントリーがあり、節減努
力の結果、小学校３校、中学校３
校が削減基準をクリアーしたので
奨励金を令達した。　また、新シス
テムの複写機を設置したことによ
り、２千万円の複写品経費の削減
となり、この予算分を学校の裁量で
需用費として執行した。

事業目標２
●学校独自予算枠拡充について
の検討

事業目標３
●３０校に配置
特別非常勤講師の配置（Ｈ１６は２
０校）

進捗状況３
●３４校で実施｡各学校の児童生
徒及び地域の実態を基に創意工
夫した教育活動を実施した。

●５５校で実施｡各学校の児童生
徒及び地域の実態を基に創意工
夫した教育活動を実施した。

●５７校で実施｡各学校の児童生
徒及び地域の実態を基に創意工
夫した教育活動を実施した。

事業目標１

●教員公募制など、教職員の意欲
を引き出す人事異動の方法につい
ての検討・試行

●実施

事業の概要
　校長がリーダーシップを発揮して、地域に根ざした魅力ある学校づくりを進めるために、各校の特色や学
校経営計画に沿って教員を他の市立学校から公募する制度の検討や学校独自の予算枠を拡大すること
で、人事や予算における学校の裁量権を拡大します。

年　　度 平成１７年度 平成１８年度 平成１９年度

事業名 ①学校の裁量権の拡大 所管部署 教職員課・学事課・指導課

事業名 ②学校の情報公開の推進 所管部署 指導課・総合教育ｾﾝﾀｰ

事業の概要
　学校評価システムを充分に機能させるとともに、地域住民の教育活動への参加や参画を促進するため、
授業の公開や学校経営計画の公表、さらに計画の達成状況に対する評価の公表などにより、保護者や地
域への説明責任を果たし、開かれた学校づくりを推進します。

年　　度 平成１７年度 平成１８年度 平成１９年度

事業目標１
●全校実施
学校のホームページを公開
（Ｈ１６は８２校）

ホームページの内容の充実 ホームページの内容と更新の充実

進捗状況１
●学校統一ホームページの全校
分の整備・公開を完了

●学校独自のホームページのイン
ターネット公開１８０校中１０９校に
増加

●学校独自のホームページのイン
ターネット公開１８０校中１３６校に
増加

事業名 ③学校評価システムの確立 所管部署 総合教育ｾﾝﾀｰ

事業の概要
　「計画→実践→評価→改善」のサイクルからなる学校評価システムを確立し、各学校が自らの課題を明ら
かにすることによって、行政が的確な支援を行い、子どもの意見を取り入れながら学校が自律的な改善を
行うことができる仕組みづくりを進めます。

年　　度 平成１７年度 平成１８年度 平成１９年度

事業目標

●全校実施
（うち研究実践校　１０校）

●研究実践校の成果を踏まえて改
善

進捗状況

●全校実施
研究実践校（９校）において研究を
進め、報告書を全校に配付

●研究協力校６校において研究を
推進、その結果をウェッブページで
公表

●研究協力校１１校において研究
を推進し、その結果をウェッブペー
ジで公表するとともに報告書を全
校に配付
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重点施策２

進捗状況

●小中連携教育校推進ブロックを
各区に設置（８ブロック）、うち４ブ
ロックにおいて研究を終結、報告
会を開催するとともに、報告書を全
校に配付
●幼小（１）、中高（１）、高大（２）連
携教育推進校ブロックを設置

●幼小連携１、小中連携７（各区
１）、中高連携１、高大連携２の推
進ブロックにおいて、子どもの成長
段階に即した望ましい校種間連携
のあり方について実践研究を行っ
た。

●幼小連携１、小中連携７、中高
連携１、高大連携２の推進ブロック
において、子どもの成長段階に即
した望ましい校種間連携のあり方
について実践研究を行った。研究
を終了した小中連携３ブロックにつ
いては、報告会の開催、報告書の
作成等により研究成果を全市に発
信した。

事業目標

●小中間連携研究推進校を各区
に設置
●幼小、中高、高大間連携の実施

事業の概要
　幼稚園・小学校・中学校・高等学校が交流・連携を図り、校種間における教育課程の効果的な接続や、小
学校における中学校教員の教科の専門性を活かした学習指導、教員の交流を活かした児童生徒指導等を
充実します。このことにより、子どもたちの成長に応じた指導や教育を推進します。

年　　度 平成１７年度 平成１８年度 平成１９年度

事業名
⑥子どもの成長の連続性を考慮した

校種間接続の改善
所管部署 指導課・総合教育ｾﾝﾀｰ

進捗状況
●学校経営アドバイザーを幸区と
高津区にそれぞれ１名ずつ配置し
た。

●学校経営アドバイザーを川崎区
と中原区にそれぞれ１名ずつ配置
した。

●学校経営アドバイザーを川崎区
と中原区にそれぞれ１名ずつ継続
配置した。

事業目標

●試行　２名を配置 ●試行の結果に基づく展開

事業の概要
　特色ある学校づくりを支援するために、豊富な経験を持つ人材を「学校経営アドバイザー」として配置し、
学校経営に関する実務などに関して、直接学校を訪問するなどの支援を行います。

年　　度 平成１７年度 平成１８年度 平成１９年度

事業名 ⑤学校経営アドバイザーの配置 所管部署 指導課

進捗状況

●各区の市民館に学校教育を担
当する主幹と指導主事をそれぞれ
１名ずつ配置した。

●各区の市民館に､学校教育を担
当する主幹・指導主事を配置した。

●各区の市民館に､学校教育を担
当する主幹・指導主事を配置した。
●組織拡充に向けた検討を行っ
た。

事業目標

●各行政区（７区）で実施
各区の市民館に学校教育を担当
する主幹・指導主事を配置

事業の概要

　各行政区において学校教育と社会教育を総合的に推進する体制を以下の２つの視点から整備すること
で、市民の主体的な学習や活動と各学校の運営等をよりきめ細かく支援していきます。
●社会教育施設・市民利用施設・学校施設のネットワーク化による、市民の学習や活動の場の充実
●学校運営や市民の主体的な活動への支援施策を、学校教育・社会教育に加え、子育て・福祉などの関
係部署との連携により総合化

年　　度 平成１７年度 平成１８年度 平成１９年度

事業名
④行政区における教育支援体制の整備

（重点施策6-⑥）
所管部署 指導課
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重点施策２

事業名 ⑦読書のまち・かわさき関連事業の推進 所管部署 指導課・生涯学習推進課

事業の概要

　「子ども読書活動推進計画」に基づき、学校・家庭・地域において、子どもが乳幼児期から様々な読書活
動に取り組むことのできる環境整備を行います。市立図書館との連携や司書教諭・図書館コーディネーター
等の活動促進により学校図書館の活性化を図るとともに、各学校の特色ある読書活動を推進して、子ども
の主体的、意欲的な読書習慣の形成等に関する活動をさらに推進していきます。

年　　度 平成１７年度 平成１８年度 平成１９年度

事業目標

●全市で７名配置
「子ども読書活動推進計画」に基づ
き各学校を巡回指導する図書館
コーディネーターの配置
　・司書教諭との連携
　・学校図書ボランティアの支援

効果を確認しながら実施

進捗状況

●全市で７名配置
・学校巡回指導実施約1,500回
・地区図書ボランティア研修会開催
２２回
・各区の市立図書館による支援を
実施

●全市で７名配置
・学校巡回指導実施約1,400回
・地区図書ボランティア研修会開催
25回
・各区公共図書館との連携

●全市で７名配置
・学校巡回指導実施約1,700回
・地区図書ボランティア研修会開催
28回
・各区公共図書館との連携

事業名
⑧地域人材等の活用（重点施策6-⑤） 所管部署 指導課・生涯学習推進課・

スポーツ課

事業の概要
　地域の人材やNPO・民間企業・総合型地域スポーツクラブなどを積極的に活用することで、学校の教育活
動を活性化させるとともに、教職員とは異なる多様な知識や技能、経験を子どもたちに伝えていきます。

年　　度 平成１７年度 平成１８年度 平成１９年度

事業目標

●各種ボランティア活動、ＮＰＯ法
人等との連携拡充

進捗状況

●教育ボランティアをまとめる「教
育ボランティアコーディネーター」を
平成１７年度から新たに１１２校に
配置した。
●NPOと連携して、元教員の豊富
な経験やこれから教員を目指す大
学生の若い力で学校教育活動を
支援する「教育活動サポーター」を
４８校に配置した。

●教育ボランティアをまとめる「教
育ボランティアコーディネーター」を
平成１８年には１２１校に配置した。
●「ＮＰＯ法人教育活動総合サ
ポートセンター」に事業を委託し、
子どもの学習活動や学校の教育
活動を支援するために、学校の要
請に応じて教育活動サポーターを
77校に配置した。
●地域スポーツを通じて、世代間
交流や青少年の健全育成、高齢
者の社会参加などの場となる総合
型地域スホーツクラブについては、
設立クラブ数が３団体、設立準備
会として活動中のものが２団体と
なった。

●教育ボランティアをまとめる「教
育ボランティアコーディネーター」を
平成１９年には１２６校に配置した。
●「ＮＰＯ法人教育活動総合サ
ポートセンター」に事業を委託し、
子どもの学習活動や学校の教育
活動を支援するために、学校の要
請に応じて教育活動サポーターを
１１１校に配置した。
●「ＮＰＯ法人かわさき創造プロ
ジェクト」と連携し、生涯学習財団
において「小学校のＰＣ活用授業ア
シスタント養成講座」を実施し、16
名の講座修了生が小学校のＰＣ活
用授業をアシストした。
●地域スポーツを通じて、世代間
交流や青少年の健全育成、高齢
者の社会参加などの場となる総合
型地域スホーツクラブについては、
設立クラブ数が４団体、設立準備
会として活動中のものが１団体と
なった。
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重点施策２

事業名 ⑫地域運営学校の設立の検討（重点施策6-②） 所管部署 指導課

事業の概要

　保護者や地域住民と校長や教職員が一体となって、責任を共有しながら、地域に開かれた信頼される学
校づくりを進めるために、保護者や地域住民などが学校運営に積極的に関与する地域運営学校の設立を
検討します。設立にあたっては、保護者や地域住民等が委員となり、学校の運営に関して協議する学校運
営協議会を設置する必要がありますが、学校教育推進会議の活動実績を踏まえ、保護者・地域住民等の
ニーズに応じて協議会の設置を検討します。

年　　度 平成１７年度 平成１８年度 平成１９年度

事業目標

●必要な規則改正の検討・実施 ●指定の検討
順次指定

進捗状況

●平成１７年度に平成１８年度研
究校を選定した。
●規則改正を検討し実施した。

●平成１８年１２月に川中島・東小
田・南河原・土橋の４小学校を学校
運営協議会を置く学校に指定し､コ
ミュニティスクールがスタートした。
●平成１９年２月にキックオフ
フォーラムを開催し､４校の取組を
他校に周知した。

●平成２０年２月にキックオフ
フォーラムを開催し､４校の取組を
他校に周知した。
●平成２０年度の指定に向け、新
たにコミュニティ・スクールに取り組
む学校を４校(上丸子小、金程小、
東橘中、中野島中）選定した。

事業名
⑨商店街や企業等との連携による
職場体験活動（就労体験）の推進

所管部署 指導課・生涯学習推進課

事業の概要
　地元の商店街や企業との連携による社会体験や職業体験活動を推進し、子どもたちの社会や職業など
に対する意識を育んでいきます。

年　　度 平成１７年度 平成１８年度 平成１９年度

事業目標

●期間・時間・内容における充実

進捗状況

●約８５パーセントの中学校で職
場体験研修を実施しているが、１０
校では「キャリア教育実践プロジェ
クト」に取り組み、５日間以上の職
場体験を推進した。
●NPO法人「キーパーソン２１」と
連携し、市立学校８校のモデル校
でキャリア教育に関する研究を実
施した。

●９０％近い中学校で職場体験学
習を行っている。５校で経済産業省
「地域自立・民間活用型キャリア教
育プロジェクト」に取り組み、５日間
以上の職場体験を推進した。
●川崎市内のＮＰＯの方に８校の
学校に入り、キャリア教育について
の研究を推進している。

●中学校全校（５１校）で職場体験
を実施した。その中の６校(高津
中、東橘中、平中、有馬中、菅生
中、白山中）は、ｷｬﾘｱｽﾀｰﾄｳｲｰｸ
（ｶﾜｻｷJob Joy　Week)事業の研究
協力校として、５日間程度の職場
体験を実施した。

事業名 ⑩学校教育推進会議の活動促進（重点施策6-①） 所管部署 指導課

事業の概要
　開かれた学校づくりを進めるため、「学校評議員制」と、「川崎市子どもの権利に関する条例」の第４章「子
どもの参加」にある「定期的に話し合う場」の機能を併せ持つ、学校教育推進会議の活動を促進し、多くの
子どもや保護者の意見を聞いていきます。

年　　度 平成１７年度 平成１８年度 平成１９年度

事業目標

●全校実施
学校教育推進会議メンバーの学校
教育への関わりの拡充

進捗状況

●全校実施
４２校が外部評価組織として､学校
教育推進会議を位置付けた。

●全校実施
６２校が外部評価組織として､学校
教育推進会議を位置付けた。

●全校実施
学校教育推進会議を学校関係者
評価と位置づけるよう検討を図っ
た。

事業名 ⑪中学校区地域教育会議との連携 所管部署 生涯学習推進課

事業の概要
　中学校区地域教育会議と連携して、地域の人材や教育資源に関する情報収集を行うなど、地域の教育
力を活かした学校の教育活動を行います。

年　　度 平成１７年度 平成１８年度 平成１９年度

進捗状況

●５１中学校区それぞれで学校・
地域・家庭との連携と市民の力に
より学校教育の向上を図った。

●行政区における支援と連携体制
の始動により、中学校区地域教育
会議による学校教育の向上を図っ
た。

●中学校区と行政区地域教育会
議の役割の明確化を図り、地域教
育力、学校教育の向上を図った。

事業目標

●地域教育会議と連携した教育活
動の推進
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重点施策２

かわさき教育プラン-重点施策評価シート（平成１９年度）その２

●総合計画における関連事務事業経費等 (千円)

4,449,710

「個性が輝く学校」をつくる重点施策２

平成17年度 平成18年度 平成19年度
平成17-19年度

合計

4,743,948

13,960,864

　計画事業費 4,838,005 4,847,271

4,402,353 13,600,084

　事業費

　決算額 4,748,021

14,429,224

　予算額 4,838,005 4,592,096 4,530,763

19



重点施策２

かわさき教育プラン-重点施策評価シート（平成１９年度）その３

●「指標」と「展開する事業」の関連図

①学校の裁量権の拡大
②学校の情報公開の推進
③学校評価システムの確立
④行政区における教育支援体制の整備(重点施策６－⑥)
⑩学校教育推進会議の活動促進(重点施策６－①)
⑪中学校区地域教育会議との連携
⑫地域運営学校の設立の検討(重点施策６－②)

④行政区における教育支援体制の整備

⑤学校経営アドバイザーの配置
⑥子どもの成長の連続性を考慮した校種間接続の改善

⑦読書のまち・かわさき関連事業の推進

⑧地域人材等の活用(重点施策６－⑤)
⑨商店街や企業等との連携による職場体験活動（就労体験）の
　推進

※実線枠の指標は、「かわさき教育プラン」に例示されている重点施策の成果指標
　破線枠の指標は、重点施策を評価するために補足設定した指標

「個性が輝く学校」をつくる重点施策２

子供の通学意欲

定時制課程を退学する
生徒の割合

1ヶ月に読む本の冊数

職業体験活動に取り組んだ
中学校の数

「学校運営協議会」
設置数

学校教育ボランティアコー
ディネーター配置校数

各区学校支援担当への相談数
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重点施策２

かわさき教育プラン-重点施策評価シート（平成１９年度）その４

●「かわさき教育プラン」に例示されている指標の推移（上段：教育プラン値　下段：現状値）

＊「教育調査統計資料」

平成26年度平成19年度平成18年度平成17年度平成16年度

１７．１％

１０％１４％

１６．８%

１５％

１８％ １７％ １５％

「個性が輝く学校」をつくる

指標の定義
・指標式（単位）

重点施策２

指標名 定時制課程を退学する生徒の割合 数値の出典

指標名

教育プラン値 ７６％ ７７％

平成17年度 平成18年度

（小5）

－ ７５％ ８５％

９３．１％

川崎市立高等学校定時制課程に在籍する生徒の中途退学率

現状値 － ９０．９％ ９２．１％

８５．３％

指標名 （中２）

教育プラン値 －

現状値 －

現状値

１６％－教育プラン値

修正目標値 － －

指標名 子供の通学意欲 数値の出典 学習意識調査（＊学習状況調査）

指標の定義
・指標式（単位）

学校に行くのが楽しいと感じる児童生徒の割合
　＊学校生活は「楽しい」「どちらかといえば、楽しい」と回答した児童生徒の割合

平成19年度 平成26年度平成16年度

２１．４％１７．９％

－ ９１％

８５．７％ ８５．６％

７０％ ７１％ ７２％ ８０％

９２％ ９５％

修正目標値 － － ８６％ ８７％ ９０％

修正目標値 －
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重点施策２

●重点施策を評価するために補足設定した指標の推移（上段：目標値　下段：現状値）

165校

現状値 － 112校 121校 126校

目標値 － 120校

指標の定義
・指標式（単位）

学校教育ボランティアコーディネーター配置学校数

平成16年度 平成17年度 平成18年度 平成19年度 平成26年度

130校

目標値

現状値 ４校 ４校－ －

－

指標名 各区学校支援担当への相談数

指標名 職業体験活動に参加した児童生徒の数 数値の出典 －

指標名
学校教育ボランティアコーディネーター配
置校数

数値の出典 －

－

学習意識調査（＊学習状況調査）

指標の定義
・指標式（単位）

子どもが１ヶ月間に読む本の平均冊数（マンガ・雑誌をのぞく）

指標の定義
・指標式（単位）

職業体験活動に取り組んだ中学校の数

指標の定義
・指標式（単位）

地教行法に基づき、「学校運営協議会」を設置した学校数

指標名 1ヶ月に読む本の冊数 数値の出典

平成16年度 平成17年度 平成26年度

－ － － －

平成18年度 平成19年度

51校

－ －

現状値 43校 44校 49校

目標値 －

平成19年度 平成26年度

－ －

平成16年度 平成17年度 平成18年度

数値の出典 －

指標の定義
・指標式（単位）

各区学校支援担当への相談数

平成16年度 平成17年度 平成18年度 平成19年度 平成26年度

6，554件 7,744件

目標値 － － - - -

平成19年度 平成26年度

現状値 － 4,357件

平成16年度 平成17年度 平成18年度

－ ４．１冊

指標名 （小5）

教育プラン値 － ６．０冊 ６．１冊 ６．２冊 ７．０冊

４．２冊 ５．０冊

現状値 － ４．０冊 ５．３冊 ４．７冊

修正目標値 －

－ ２．３冊

指標名 （中２）

教育プラン値 － ２．０冊 ２．１冊 ２．２冊 ３．０冊

２．４冊 ３．０冊

現状値 － ２．２冊 ２．３冊 ２．３冊

修正目標値 －

指標名 「学校運営協議会」設置数 数値の出典 －
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重点施策３

かわさき教育プラン-重点施策評価シート（平成１９年度）その１

●重点施策のめざす方向（成果）

●実施方法

プロジェクトによる総合評価

●重点施策の達成状況・総合評価

●課題・問題点

プロジェクトリーダー〔職員部長〕による見直し方針

・教職員の採用試験については、特別選考の見直しを行い、法人格を有する民間企業又は官公庁等での
正社員又は正規職員としての勤務経験が、平成９年度から平成１９年度までの間に通算５ヵ年以上の人
を対象に新たに社会人特別選考を実施した。また、川崎市立学校で臨時的任用職員又は非常勤講師とし
て、直近3ヵ年に通算２年以上だった期間を１年以上に変更し、臨時的任用職員経験者特別選考を実施
した。
・教職員の資質や指導力の向上を目指す研修は、必修研修を２９講座、希望研修等を６９講座実施し、
受講者の満足度は９６．２％であった。

・団塊の世代の大量退職を向かえ、大都市圏では教員の確保が難しくなっている。教員の採用方法等を
改善し、優秀な教員の確保をしていくことが課題である。
・新規教員の大量採用に伴い、経験年数の浅い教員に対して、経験年数に応じた資質・力量の向上を図
る研修が必要である。また、教職員が経験年数に応じて、資質・力量の高めていけるよう、計画的な研
修を実施する必要がある。

・教職員の人事・評価制度を見直す
・教職員の採用方法の改善、管理職登用制度の見直しを図る
・教員研修体系を再編する
・教職員への直接的な支援体制を強化する
　（総合教育センターの機能強化、専門家等の支援など）

メンバー

教職員課長、指
導課長、カリ
キュラムセン
ター室長、特別
支援教育セン
ター室長、企画
課長

「教職員の力」を伸ばす

自己の創意工夫に基づく能力開発や多様な人材の確保によって、保護者や地域
住民から信頼される、指導力の高い教職員が増えていく。

重点施策３ プロジェクト実施体制

リーダー 職員部長

・新規採用教員の大幅な増加に対応し、教員としての資質・指導力を向上させることを目指し、指導員
を活用した班別研修や授業研究等、学校と連携して初任者等の研修を充実する。
・研修については、教育の質的向上を図る上で重要である。総合教育センターで計画を立て、さらに教
員のスキルアップを図っていく。初任者研修、２・５・１０・１５・２０年目とライフステージに応じ
た研修や、教科・領域ごとの研修、情報教育など新しい研修を取り入れながら、教員のスキルアップを
図っていく。

川崎市教育改革推進協議会によるコメント

・初任者研修等の研修は大切であるが、学校として若手を育てる環境も大事である。
・教員が研修や教材研究にかける時間が少ないと感じている。また、夏休みが短くなっ
ており、十分な研修を用意する必要がある。
・教員が授業に専念できるよう、環境の整備は必要である。

●次年度以降に向けた見直し方針
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重点施策３

●展開する事業の進捗状況（事業目標）
事業名 ①人事評価制度の見直し 所管部署 教職員課

事業の概要
　教職員が自らの能力を高めて、子どもたちにより効果的な指導を行い、保護者のニーズに柔軟に対応す
ることなどにより、学校全体の教育活動の質的向上が促進されるよう、人事評価制度を見直します。

年　　度 平成１７年度 平成１８年度 平成１９年度

事業目標

●市費負担教員の新人事評価制
度の試行（平成１６年度から）

●実施

進捗状況

●市費負担教員の新人事評価制
度の試行２年目（実施にあたって
課題を整理）

●市費負担教員の人事評価制度
の本格実施（人事管理への活用を
検討）。

●市立高校・幼稚園教員を対象と
する人事評価結果の給与等への
活用について、県費教職員の状況
を踏まえつつ検討。

事業名 ②教職員の採用方法の改善 所管部署 教職員課

事業の概要
　人間的魅力を備え、創意と活力に溢れた人材を採用できるように採用試験の方法等を改善していきま
す。

年　　度 平成１７年度 平成１８年度 平成１９年度

事業目標

●広報活動の充実、特別選考の
実施、試験方法・内容の変更など
について検討･改善

●順次改善

進捗状況

●臨時的任用職員経験者の特別
選考を実施。４１人の受験者のう
ち、１５名を採用。

●特別選考Ⅰ・Ⅱにおいて,資格年
齢を40歳から50歳未満に緩和。両
選考の採用者41名中,40歳から49
歳の採用者22名。

●特別選考Ⅱにおいて,経験年数
を2年から1年に緩和。また、特別
選考Ⅲとして社会人特別選考を実
施し、受験者36名中8名を採用。

事業名 ③管理職登用制度の見直し 所管部署 教職員課

事業の概要
　リーダーシップを発揮して学校経営や教育活動に取り組み、保護者や地域住民から信頼される人材を管
理職として登用するために、登用における公平性や透明性を高めます。また、民間からの登用なども含め
て検討し、活力ある人材登用に努めます。

年　　度 平成１７年度 平成１８年度 平成１９年度

事業目標

●保護者や地域住民から信頼され
る管理職を登用するための制度に
ついての検討･実施

進捗状況

●土橋小校長を教頭職から公募
選考。チャレンジ教頭は、小学校
教員から２名、中学校教員から１名
選考。

●チャレンジ教頭による教頭昇任
が、小学校教員から1名、中学校教
員から1名選考。

●若手管理職の積極登用を推進。
チャレンジ教頭選考制度による０８
年度昇任者は、小学校３名、中学
校２名。

事業名
④ライフステージに応じた教職員

研修プログラムへの再編
所管部署 総合教育ｾﾝﾀｰ

事業の概要
　教職員が経験年数に応じてその能力を確実に高めていけるように、計画的な研修を実施し、内容の充実
を図ります。さらに、研修内容・研修成果の評価を実施し、研修プログラムの改善を図っていきます。

年　　度 平成１７年度 平成１８年度 平成１９年度

事業目標

●２年目教員研修・近代教育研修
（満１５年）・障害児学級新担任者２
年目研修の実施

進捗状況

●従前の研修に加え、2年目教員
研修・近代教育研修（満15年）・障
害児学級等新担任者2年目研修を
新規に実施。

●ライフステージに応じた研修の
充実を図ると共に、従前の研修に
加え、20年経験者研修、新任教務
主任研修等を新たに実施。

●ライフステージに応じた研修の
充実を図るとともに、従前の研修に
加え新任総括教諭研修、必修化し
た養護教員研修を新たに実施。
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重点施策３

事業名 ⑦教職員に対する専門家等の支援 所管部署 総合教育ｾﾝﾀｰ

事業の概要
　いわゆる学級崩壊、不登校などの多様化する教育課題に対してＮＰＯや関係機関との連携を図るなど、
専門家による支援体制の充実を図ります。

年　　度 平成１７年度 平成１８年度 平成１９年度

事業目標

●専門の医師やカウンセラー等に
よる支援体制の整備

進捗状況

●不登校対策推進事業（フレンド
シップかわさき）を通してＮＰＯを含
めた教育相談機関･施設の連携を
強化。
●スクールカウンセラーを市立中
学校５１校全校に配置。

●不登校対策推進事業（フレンド
シップかわさき）を継続し、相談関
係機関が連携強化を図り、不登校
児童生徒への支援を具体化。
●スクールカウンセラーを市立中
学校５１校全校に継続配置。

●不登校対策推進事業（フレンド
シップかわさき）を継続し、相談関
係機関連携による、不登校児童生
徒への支援の継続。
●スクールカウンセラーを市立中
学校５１校全校に継続配置。
●学校巡回カウンセラー２名を市
立小学校、市立高等学校を対象に
配置。

事業名 ⑤総合教育センターの機能強化 所管部署 総合教育ｾﾝﾀｰ

事業の概要
　本市の教育の研究・研修機関として中心的な役割を担う総合教育センターの機能を一層充実します。学
校教育への直接的な支援として、カリキュラムセンター機能の充実を図るとともに、教育相談や情報・視聴
覚機能の充実を通して家庭や地域への支援を進め、側面からも学校を支援していくことに努めます。

年　　度 平成１７年度 平成１８年度 平成１９年度

事業目標

●カリキュラムセンターや情報・視
聴覚センターへの組織再編

進捗状況

●教科教育研究室・教育課題研究
室を統合してカリキュラムセン
ター、情報教育研究室・生涯学習
研究室の視聴覚・平和教育部門を
統合して、情報・視聴覚センターを
新設

●カリキュラムセンター機能を充実
させ学校への直接支援を行うと共
に、情報・視聴覚センターと連携
し、学習指導案をデータベースで
公開。

●カリキュラムセンター機能を充実
させ要請訪問等による学校への直
接支援を行うとともに、学習指導案
をデータベースに新たに追加し、充
実を図った。

事業名 ⑥各学校・各教職員の優れた教育実践の普及 所管部署 総合教育ｾﾝﾀｰ

事業の概要
　各学校において、自校における課題をテーマとした自主的な校内研究や研究授業の充実に努めるととも
に、先進研究校等における校外研修で学んだ成果を自校の教職員に確実にフィードバックするための校内
研修等の充実を図ります。また、優れた教育実践を表彰し、各学校へ普及させていきます。

年　　度 平成１７年度 平成１８年度 平成１９年度

事業目標

●研究・研修の成果を学校の中で
活かす校内研修や授業の実施

進捗状況

●各学校のカリキュラム開発支援
をめざし、校内研修や研究授業等
に、要請に応じて指導主事を随時
派遣
●優秀教員（10名）の表彰
●10年経験者研修において、16年
度優秀教員による教育実践報告を
実施

●各学校の校内研修、校内授業
研究会、教育研究会等での要請に
応じて指導主事を随時派遣。
●優れた教育実践をしている教員
を研修の講師として招き、各学校
の研究・研修の充実・改善を推進。

●各学校の校内研修、校内授業
研究会、教育研究会等での要請に
応じて指導主事を随時派遣。
●優れた教育実践をしている教員
を研修の講師として招き、各学校
の研究・研修の充実・改善を推進。
●指導主事をチームで派遣する要
請訪問を新たに実施。
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重点施策３

かわさき教育プラン-重点施策評価シート（平成１９年度）その２

●総合計画における関連事務事業経費等 (千円)

1,698,189

重点施策３ 「教職員の力」を伸ばす

平成17年度 平成18年度 平成19年度
平成17-19年度

合計

583,554

504,039 1,504,365

1,759,941

　予算額 587,833 547,540

　計画事業費 587,833 588,554

562,816　事業費

　決算額 515,266 485,060

26



重点施策３

かわさき教育プラン-重点施策評価シート（平成１９度）その３

●「指標」と「展開する事業」の関連図

①人事評価制度の見直し
（②教職員の採用方法の改善）
（③管理職登用制度の見直し）
④ライフステージに応じた教職員研修プログラムへの再編
（⑤総合教育センターの機能強化）
⑥各学校・各教職員の優れた教育実践の普及
⑦教職員に対する専門家等の支援

②教職員の採用方法の改善 →優秀な人材の確保

③管理職登用制度の見直し

⑤総合教育センターの機能強化

※実線枠の指標は、「かわさき教育プラン」に例示されている重点施策の成果指標
　破線枠の指標は、重点施策を評価するために補足設定した指標

重点施策３ 「教職員の力」を伸ばす

公募、チャレンジ教頭
の件数

総合教育センターの
研修に対する満足度

授業の理解度

教職員採用試験の倍率
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重点施策３

かわさき教育プラン-重点施策評価シート（平成１９度）その４

●「かわさき教育プラン」に例示されている指標の推移（上段：教育プラン値　下段：現状値）

●重点施策を評価するために補足設定した指標の推移（上段：目標値　下段：現状値）

研修受講者のアンケートまとめ

3名 3名

5名

－ －

現状値 95.30% 96.60% 95.90% 96.20%

目標値 － － －

指標の定義
・指標式（単位）

総合教育センターで実施した研修の参加者のうち、研修内容に満足した人数

平成16年度 平成17年度 平成18年度 平成19年度 平成26年度

2名 2名

指標名 総合教育センターの研修に対する満足度 数値の出典

目標値 －

現状値 -

指標の定義
・指標式（単位）

校長・教頭職の公募及びチャレンジ教頭により登用した人数

平成16年度 平成17年度 平成18年度 平成19年度 平成26年度

- 3名

－ －

2.96倍

－

現状値 ７８．６％

教育プラン値 － ６５％

指標名 （中2数学）

－ ８０．４％

６１％ ６５％

６５％ ６６％

－ ８２％ ８５％

７９．９％

７５％

９０．１％

９５％

６７％ ７５％

６７％

８６％ ９０％

８５％

６３％

指標の定義
・指標式（単位）

数値の出典 学習意識調査（＊学習状況調査）授業の理解度

重点施策３

指標名

「教職員の力」を伸ばす

８４．６％

７６％

平成18年度平成17年度

指標名

学校の授業が分かると感じる児童生徒の割合　　○教科：国語・算数（数学）・英語
*上記の問について、「わかる」「どちらかといえば、わかる」と回答した児童生徒の割合

教育プラン値 － ７５％ ７６％

教育プラン値

現状値

８９．９％

指標名 公募、チャレンジ教頭の件数 数値の出典

－

－

７５％

８４．４％

（小5国語）

９１％

８４．８％

７７％

９２％

平成26年度平成16年度 平成19年度

指標名 （小5算数）

７７％ ８５％

現状値 － ９０．２％

修正目標値 － －

指標名 （中2英語）

現状値 － ６１．３％ ６１．５％ ６４．４％

教育プラン値 －

現状値 －

修正目標値 －

６５％ ６６％

－ ６０％

指標の定義
・指標式（単位）

採用試験受験者数／採用試験合格者数

平成16年度 平成17年度 平成18年度 平成19年度 平成26年度

目標値 － － －

現状値 4.45倍 3.91倍 4.11倍

修正目標値 － － ８５％

指標名 （中2国語）

教育プラン値 ７５％－

７０％

６７％

修正目標値 － ８１％

修正目標値 － － ６２％

６６％

５９．５％ ６０．２％ ６１％

指標名 教職員採用試験の倍率 数値の出典 －
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重点施策４

かわさき教育プラン-重点施策評価シート（平成１９年度）その１

●重点施策のめざす方向（成果）

●実施方法

・学校施設の改築事業については、東門前小学校が完成し、東生田小学校の改築を着工した。また、御
幸・新城小学校では、大規模改修に着工した。
・学校施設の新築事業については、PFI事業により黒川地区小・中学校（はるひ野小・はるひ野中学
校）が完成した。また、平成２０年度の開校に向け維持管理、運営管理業務等の内容についてPFI事業
者との確認を行った。
・校舎の耐震化については、２５棟の工事を実施し、校舎及び体育館の耐震化率が91.8％に達した。
なお、校舎の耐震補強工事は、平成２０年度に全校完了する見込みであり、耐震補強工事が不可能な学
校については、改築又は大規模改修の手法により、平成２２年度までに校舎の耐震性の確保を目指す。
・学校の適正規模・適正配置については、統合が決定している白山・王禅寺中学校と白山・王禅寺小学
校の円滑な統合に向け、統合準備委員会や基本構想検討委員会等を開催し、保護者や地域の関係者とと
もに統合後の校名、通学路等の検討を行った。
・学校施設の有効活用については、学校図書館の開放を１７校で実施し、うち３校では、市民主体の運
営組織による地域への貸出しを開始した。また、夜間・土日を中心とした地域主体の管理に向け、検討
を開始した。

・改築及び大規模改修事業を実施する際は、児童・生徒が安全で快適に学べる環境を整備するととも
に、地域住民や保護者も快適で利用しやすい、コミュニティの拠点として学校を計画的に整備する必要
がある。
・学校施設の有効活用・地域管理については、校庭、体育館、プール、特別教室等の有効活用を一層推
進するとともに、夜間・土日を中心とした、地域主体の管理体制を検討する必要がある。

・耐震補強工事、新築・改築・大規模改修等については、年次計画を立て整備を進めていく。また、環
境に配慮し、子どもたちが快適に学習できるよう、小中学校の普通教室に冷房設備を設置する。
・市民が学び、活動する環境を創るため、校庭、体育館、プール、特別活動室等の学校施設を生涯学
習、スポーツ、市民活動などの場として有効に活用する。また、地域主体の管理による地域の活動拠点
を整備する。

プロジェクトリーダー〔総務部長〕による見直し方針

川崎市教育改革推進協議会によるコメント

・安全・安心で快適な教育環境を整備するため、計画的な耐震補強工事、新築・改築・
大規模改修等を実施する必要がある。
・学校施設の有効活用・地域管理については、学校施設を開放し、地域の人が学校に
入ってくると、最初は、学校の負担が増えるかもしれないが、互いに理解しあい、協力
体制が構築されれば、結果として互いに有益である。

●次年度以降に向けた見直し方針

プロジェクトによる総合評価

●重点施策の達成状況・総合評価

●課題・問題点

「地域に開かれた学校施設」にする

地域の子どもや市民が、コミュニティの拠点としての学校で、様々な学習や活動
を行なうようになる。

・学校の施設整備や耐震性確保を進める
・学校の適正規模・適正配置を進める
・学校と他の公共施設との連携を進める

重点施策４ プロジェクト実施体制

リーダー 総務部長

メンバー

教育施設課長、
指導課長、生涯
学習推進課長、
企画課長
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重点施策４

●展開する事業の進捗状況（事業目標）

進捗状況

●小規模校のうち、河原町小学校
は、御幸小学校に統合。大規模校
のうち富士見台小学校、鷺沼小学
校は、土橋小学校の開校により過
大規模解消。

●検討委員会を経て方針決定（小
規模校5校、過大規模校3校）。この
うち、白山中学校は王禅寺中学校
と、白山小学校は王禅寺小学校と
統合決定。　新たに桜本小学校、
東桜本小学校、桜本中学校の適
正規模化に向けて検討委員会を設
置した。

●桜本小学校・東桜本小学校の適
正規模化について、検討委員会の
中で一定の方向性を集約した。
●統合校の王禅寺中央中学校の
開校に向けた検討項目について結
論を得た。

事業目標

●早急な検討が必要な過大規模
校５校、小規模校６校について、行
政区ごとに検討委員会、検討部会
を設置して適正規模化へ向けた検
討を行う。

事業の概要
　児童生徒数の増減に地域差があり、学校の規模別格差が広がってきています。そのため、社会・地域の
実情を考慮し、学校の適正規模・適正配置を推進し、子どもたちの良好な教育環境を確保していきます。

年　　度 平成１７年度 平成１８年度 平成１９年度

事業名 ③学校の適正規模・適正配置 所管部署 企画課

●１３８棟

☆１７８棟

進捗状況

☆１２０棟 ☆１５５棟 ☆１８０棟

事業目標

●７８棟（耐震補強工事実施済棟数）

新耐震基準設計適用外の校舎の
耐震化
☆１２０棟

●１０８棟

☆１５５棟

事業の概要
　児童生徒の安全を確保するとともに、コミュニティの拠点や地域の防災拠点として、安心して学校施設を
利用してもらうために、校舎の耐震補強工事を行います。「※棟数のカウント方法を文部科学省に統一（体
育館を含む。）●は従来のカウント方法、☆が新 H18.6.21」

年　　度 平成１７年度 平成１８年度 平成１９年度

事業名 ②校舎の耐震性の確保 所管部署 教育施設課

進捗状況４

●黒川地区小中学校新設事業実
施方針公表（平成１７年６月２１日）

●事業者選定
契約
着工

●工事竣工
建物引渡し

事業目標４
●黒川地区小・中学校の新築
ＰＦＩ事業による整備実施方針発表
事業者提案

●事業者選定
契約

●工事

事業の概要
　学校と地域で共に利用できる、より安全で快適な教育環境を目指して、学校の適正規模・適正配置を踏ま
えた新築・改築・改修を行います。

年　　度 平成１７年度 平成１８年度 平成１９年度

事業名 ①計画的な学校施設の整備 所管部署 教育施設課

事業目標３
●（仮称）土橋小学校の新築 ●開校

進捗状況３
●土橋小学校新築完成 ●開校

事業目標２
●大規模改修による校舎リニュー
アルの実施

進捗状況２

●御幸小学校大規模改修基本構
想完了

御幸小学校大規模改修実施設計
新城小学校大規模改修基本構想
宮内小学校大規模改修基本構想
田島中学校大規模改修基本構想

御幸小学校大規模改修着工
新城小学校大規模改修着工
田島中学校大規模改修実施設計
２校大規模改修基本構想

事業目標１
●橘中学校着工
改築の実施

●東門前小学校着工 ●１校着工

進捗状況１

●橘中学校着工 ●橘中学校校舎完成
●東門前小学校着工
●東生田小学校実施設計

●東門前小学校校舎完成
●東生田小学校着工
●柿生中学校実施設計
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重点施策４

進捗状況

●地域教育力の強化に向けた体
制整備に関する庁内検討を実施

●各区の生涯学習推進体制整備
の中に位置づけていくよう庁内検
討を実施

●各区の生涯学習推進体制整備
の中に位置づけていくよう庁内検
討を実施する一方で、関係部門と
連携しながら学校と地域との連携
を図った。

事業目標

●サポーター制度の導入に向けた
検討

●試行 ●試行の結果に基づく展開

事業の概要
　中学校区地域教育会議の運営支援や学校施設の有効活用の推進、学校における地域人材の活用促進
など、学校と地域の連携を推進する新たな担い手として、地域教育サポーター制度を構築します。

年　　度 平成１７年度 平成１８年度 平成１９年度

事業名 ⑦地域教育サポーター制度（重点施策6-④） 所管部署 生涯学習推進課

進捗状況

●川中島中学校改築に伴う保育園
の併設（完成）
●橘中学校改築に伴う保育園の併
設（着工）

●橘中学校改築に伴う保育園の併
設（完成）
●東門前小学校改築に伴うわくわ
くプラザの合築（着工）

●東門前小学校改築に伴うわくわ
くプラザの合築（完成）
●はるひ野小学校新築に伴うわく
わくプラザの併設（完成）

事業目標

●新・改築に伴う複合化の推進
年　　度 平成１７年度 平成１８年度 平成１９年度

所管部署 教育施設課

事業の概要
　学校施設と保育所やデイサービスセンターなどの公共施設等を合築・複合化することにより、子どもたち
の活動の幅を広げます。また、学校を夜間や休日も活用できる施設として整備し、学校の地域拠点化を進
めます。

進捗状況
●市民局を中心に区レベル及び地
域レベルにおける市民活動支援拠
点の整備について協議

●継続協議 ●継続協議

事業目標

●利便性アップに向けた全庁的な
検討

●順次改善

事業の概要
　市民館をはじめ、図書館やスポーツセンター、こども文化センター、老人いこいの家、学校施設等の市民
に身近な施設を、生涯学習やコミュニティの拠点として位置付け、地域の実情に応じてより有効に活用でき
るように、ネットワーク化を図ります。

年　　度 平成１７年度 平成１８年度 平成１９年度

●新規整備なし ●新規整備なし

事業名
⑥学校施設・社会教育施設・市民利用施設

のネットワーク化（重点施策5-⑤）
所管部署 生涯学習推進課、文化財課、ス

ポーツ課

進捗状況３
●有効活用に必要な施設整備７校

事業名 ⑤他の公共施設等との合築・複合化の推進

事業の概要
　再転用可能教室・特別教室等の有効活用により、学校施設の中に生涯学習や市民活動、総合型地域ス
ポーツクラブ等の拠点を整備し、市民の学習や活動の場に対するニーズに応えていきます。

年　　度 平成１７年度 平成１８年度 平成１９年度

事業名 ④学校施設の有効活用の推進（重点施策5-④） 所管部署 生涯学習推進課

事業目標３
●有効活用に必要な施設整備

事業目標２
●モデル実施７校
市民主体による学校施設の有効
活用

●モデル実施　１４校 ●本格実施　１４校

進捗状況２

●モデル実施3校 ●モデル実施１校
※モデル実施とは別な方式である
学校施設の地域管理方式につい
て検討実施

●モデル実施１校
※モデル実施とは別に学校施設の
地域管理のあり方について検討

事業目標１
●１５校で実施
図書館パートナーの配置による学
校図書館の有効活用

●Ｈ１７の実施結果に基づき推進

進捗状況１
●１５校で実施 ●17校で実施 ●17校で実施(うち３校で地域貸出

の実施）
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重点施策４

かわさき教育プラン-重点施策評価シート（平成１９度）その２

●総合計画における関連事務事業経費等 (千円)

　事業費

　計画事業費 11,404,427 14,436,870

　決算額

　予算額

50,337,285

平成17年度 平成18年度 平成19年度

12,217,295 38,058,592

36,775,65811,404,427 15,083,195

15,498,060

10,288,036

16,321,732 18,517,493

「地域に開かれた学校施設」にする重点施策４

平成17-19年度
合計
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重点施策４
かわさき教育プラン-重点施策評価シート（平成１９年度）その３

●「指標」と「展開する事業」の関連図

①計画的な学校施設の整備

②校舎の耐震性の確保

（①計画的な学校施設の整備）
③学校の適正規模・適正配置

④学校施設の有効活用の推進(重点施策５－④)

⑤他の公共施設等との合築・複合化の推進
⑥学校施設・社会教育施設・市民利用施設のネットワーク化

⑦地域教育サポーター制度(重点施策６－④)

※実線枠の指標は、「かわさき教育プラン」に例示されている重点施策の成果指標
　破線枠の指標は、重点施策を評価するために補足設定した指標

(重点施策５－⑤)

「地域に開かれた学校施設」にする重点施策４

学校施設の耐震化率

学校教育ボランティア
　コーディネーター配置校数

学校施設と社会教育施設・
市民利用施設との

複合化数

適正規模の学校数

学校施設の利用者数
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重点施策４

かわさき教育プラン-重点施策評価シート（平成１９年度）その４

●「かわさき教育プラン」に例示されている指標の推移（上段：教育プラン値　下段：現状値）

●重点施策を評価するために補足設定した指標の推移（上段：目標値　下段：現状値）

１９１万人 ２００万人修正目標値 － － １８７万人

修正目標値 － － ８７．８％

1３０校 1６５校

現状値 － １１２校 １２１校 １２６校

目標値 － － 1２０校

指標の定義
・指標式（単位）

学校教育ボランティアコーディネーター配置学校数

平成16年度 平成17年度 平成18年度 平成19年度 平成26年度

指標名
学校教育ボランティアコーディネーター
配置学校数

数値の出典 －

平成26年度

指標の定義
・指標式（単位）

学校施設の耐震化率

平成16年度

耐震性を確保した校舎・体育館の割合

数値の出典

平成19年度平成18年度平成17年度

約２２３万人

教育プラン値

現状値

１７６万人 １８３万人 １９１万人 ２００万人

８７．３％

１００％(H21完了）

「地域に開かれた学校施設」にする重点施策４

指標名 －

８６．６％

９１．８％

８１．３％

９３．４％ １００％(H22完了）

－

７３％

７６％

８０．７％

指標名 学校施設の利用者数 数値の出典 -

指標の定義
・指標式（単位）

学校施設の有効活用事業において、学校の図書館、体育館、校庭、特別教室などを利用する市民の数
（延べ人数）

平成16年度 平成17年度 平成18年度 平成19年度 平成26年度

教育プラン値 －

指標名
学校施設と社会教育施設・市民利用施設と
の複合化数

指標の定義
・指標式（単位）

現状値
約１７０万人
（１５年度）

約１８６万人 約２０１万人

－ － － －

2件 1件

指標の定義
・指標式（単位）

学校施設と市民館、図書館、スポーツセンター、保育園、老人いこいの家等の施設と複合化した数

平成16年度 平成17年度 平成18年度 平成19年度 平成26年度

目標値 －

現状値 2件

－ －

2件

数値の出典 －

114校

適正規模（１２～２４クラス）の小中学校の数

平成16年度 平成17年度 平成18年度 平成19年度 平成26年度

目標値 －

現状値 110校 115校 113校

－ －

指標名 適正規模の学校数 数値の出典 －
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重点施策５

かわさき教育プラン-重点施策評価シート（平成１９年度）その１

●重点施策のめざす方向（成果）

●実施方法

・社会や地域の課題に応じた学習機会の提供や支援等を行う中で、地域の各関係機関やグループ・団体
との協力関係を強め、行政区全体の生涯学習の充実を図る。また、市民の自発的学習・活動を支援する
ために、生涯学習支援や市民活動の拠点となる施設を整備する。
・シニア世代の能力を地域社会の原動力として活かしていくことができるように、地域デビューに向け
た支援を行う。
・地域スポーツを通して、世代間交流や青少年の健全育成、高齢者の社会参加などの場となるスポーツ
クラブを育成し、地域の方々の主体的な運営を支援する。

プロジェクトリーダー〔生涯学習部長〕による見直し方針

プロジェクトによる総合評価

●重点施策の達成状況・総合評価

●次年度以降に向けた見直し方針

・社会教育施設の整備については、有馬・野川地区生涯学習支援施設の実施設計を地域参画により行
い、運営手法等の検討も行った。小杉駅周辺地区の再開発に合わせ、中原市民館及び中央図書館的機能
を備えた中原図書館の再整備に向け、再開発事業者等との協議を実施した。また、仮称多摩スポーツセ
ンターは、平成１８年度に実施したPFI導入可能性調査の結果を踏まえ、PFI実施方針の公表等を実施
し、PFI事業者を決定した。
・学校施設の有効活用については、学校図書館の開放を１７校で実施し、うち３校では、市民主体の運
営組織により地域への貸出しを開始した。また、夜間・土日を中心とした地域主体の管理に向け、検討
を開始した。
・青少年創作センターについては、隣接する生田中学校の学校施設として一体管理し、新たな管理運営
手法で運営を開始した。
・世代間交流等の場となる、総合型地域スポーツクラブを新規１クラブ（延べ４クラブ）設立し、身近
な場所でのスポーツ・レクリエーションに親しむことのできる環境を整備した。
・市内の大学や専門学校が有する教育・研究機能を活用し、８大学１専門学校と連携して、市民の生涯
学習を支援するための公開講座などを２０事業実施した。

・学校施設の有効活用・地域管理については、校庭、体育館、プール、特別教室等の有効活用を一層推
進するとともに、夜間・土日を中心とした、地域主体の管理体制を検討する必要がある。
・シニア世代の大量退職に伴い、シニア世代の経験・能力等を地域で活かせる場所の提供や地域活動へ
の足がかりを見つけられるような講座等の検討が必要である。
・行政主導型のスポーツ振興から、市民が創る・地域が担うスポーツ振興を図るため、住民の身近な地
域に、子どもから高齢者まで、誰もが様々なスポーツを楽しむことができる「総合型地域スポーツクラ
ブ」のしくみを広げていくことが必要である。

川崎市教育改革推進協議会によるコメント

・生涯学習をもっと区レベルで展開する必要がある。
・成熟した市民のために市民教育があり、地域では、それぞれが一生懸命やっている
が、それらの取組がライフステージごとに効果的にリンクしていない。

プロジェクト実施体制

リーダー

メンバー

生涯学習部長

生涯学習推進課
長
文化財課長
スポーツ課長
企画課長

重点施策５ 「市民の学び」を支援する

行政による解決（公助）とともに、地域に目を向けた自主的な市民活動（自助・共
助）がさらに増えていく。

・行政区全体の生涯教育をコーディネートする
・学習の場や機会を充実させる
・地域の教育力と自治能力を高めるための施策を展開する
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重点施策５

●展開する事業の進捗状況（事業目標）

進捗状況１
●幅広い資料収集体制の整備 ●幅広い資料収集体制の整備 ●幅広い資料収集体制の整備

事業目標１
●幅広い資料収集体制の整備

進捗状況２

●利用者用インターネット端末を川
崎・中原・麻生図書館に設置

●利用者用インターネット端末を幸･高
津･宮前･多摩図書館にて供用開始

●利用者用インターネットを地区館
7館にて提供、有料データベースの
一部提供

事業目標２
●試行１館
利用者用インターネット端末の整備

●試行の結果に基づく展開

事業名 ①市民館を拠点とした生涯学習の推進 所管部署 生涯学習推進課

事業の概要

　行政区レベルで市民の学習や活動を支援する拠点である市民館は、社会や地域の課題に応じた学習機
会の提供や、情報提供・相談事業や場の提供を通した学習や活動の支援、社会教育に関わる団体やボラン
ティアの育成、市民のネットワークづくりなどを行います。その中で、地域の各関係機関やグループ・団体と
の協力関係を強め、行政区全体の生涯学習の充実を図ります。

年　　度 平成１７年度 平成１８年度 平成１９年度

事業目標３
●市民自主学級53学級実施、市民
自主企画事業13事業実施 順次拡大

進捗状況３
●市民自主学級57学級実施、市民
自主企画事業13事業実施

●市民自主学級51学級実施、市民
自主企画事業13事業実施

●市民自主学級56学級実施、市民
自主企画事業13事業実施

事業名 ②図書館機能の充実 所管部署 生涯学習推進課

事業の概要

　図書館は、読書施設としての機能に加えて、地域情報や生活情報などあらゆる分野で市民が必要とする
資料や情報の提供・発信を行う総合的な情報センターとしての機能を充実させていきます。市立学校や大学
の図書館との連携、インターネット上の情報や生涯学習に関するデータベースも活用できる環境整備、ボラ
ンティアの育成、レファレンス機能（調査・相談）の充実などを通じて、市民の生涯学習施設として、子どもか
ら大人まで、全ての市民の学習や活動、社会的自立を支えていきます。

年　　度 平成１７年度 平成１８年度 平成１９年度

事業目標３
●図書館ボランティア育成講座の
開催準備

●２館で実施

進捗状況３
●高津・多摩図書館で合計2講座
実施

●中原・宮前図書館・橘分館で合
計3講座実施

●中原・宮前図書館、橘分館で合
計3講座実施

事業目標２
●ボランティア研修18講座ほか
社会教育団体・ボランティアの育成

事業目標１
●情報提供・相談事業の充実

進捗状況２
●ボランティア研修17講座ほか
社会教育団体・ボランティアの育成

●ボランティア研修18講座ほか
社会教育団体・ボランティアの育成

●ボランティア研修19講座ほか
社会教育団体・ボランティアの育成

進捗状況１

●情報提供・相談事業の充実 ●ふれあいネットシステムの改修
による利便性の向上

●ふれあいネットシステムと生涯学
習情報システム「ステージライフか
わさき」の統合による利便性の向
上
●麻生市民館での学習相談対応
ボランティアの配置
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重点施策５

進捗状況３
●有馬・野川地区生涯学習拠点施
設整備検討委員会における協議

●基本設計 ●実施設計、既存建物解体・撤去

事業目標３
●有馬・野川地区生涯学習拠点施
設整備検討委員会の設置

●設計 ●着工

進捗状況２
●中原図書館
      整備に関して関係部局・機関と
　 調整・交渉

●整備に関して関係部局・機関と
　 調整・交渉

●面積・機能・コンセプトの確定

事業目標２
●中原図書館
      実施設計

●着工

進捗状況１
●中原市民館
　    実施設計・着工・売買契約

●工事の進捗・管理等 ●工事の進捗・管理

事業目標１
●中原市民館
　    実施設計・着工

進捗状況４
●既存施設の有効活用による生涯
学習環境の整備の内部検討

●既存施設の有効活用による生涯
学習環境の整備の内部検討

●既存施設の有効活用による生涯
学習環境の整備の内部検討

事業目標４
●玉川地区・生田地区・菅生地区
における生涯学習拠点機能の検討

進捗状況５
●宮前スポーツセンター竣工 ●平成１８年４月開館。指定管理者

により運営・管理を実施
●指定管理者による運営・管理

事業目標５
●宮前スポーツセンター竣工 ●開館

事業目標３

進捗状況３
●新規整備なし

●有効活用に必要な施設整備

●有効活用に必要な施設整備７校 ●新規整備なし

事業名
③社会教育施設の整備 所管部署 生涯学習推進課・文化財課・

スポーツ課

事業の概要
　市民館、図書館、青少年教育施設、博物館施設、スポーツ施設などの各社会教育施設を、あらゆる市民
が利用できるよう、よりよい環境整備に努めるとともに、生涯学習拠点施設の整備や、スポーツセンターの
整備などを計画的に進め、市民の学習と活動の場を保障していきます。

年　　度 平成１７年度 平成１８年度 平成１９年度

事業目標６
●多摩スポーツセンター
      基本構想策定

●基本構想に基づく事業推進

進捗状況６

●仮称多摩スポーツセンター基本
構想・基本計画策定
      平成１８年 ３月報告

●ＰＦＩ導入可能性調査を実施。利
用者予測、駐車場需要予測、想定
事業方式でのＶＦＭなどから、ＰＦＩ
事業手法による事業方針を決定

●実施方針の公表、パブリックコメ
ント意見募集、特定事業選定、要
求水準書（案）公表、入札、提案の
審査による落札者の決定

事業名 ④学校施設の有効活用の推進（重点施策4-④） 所管部署 生涯学習推進課

事業の概要
　再転用可能教室・特別教室等の有効活用により、学校施設の中に生涯学習や市民活動、総合型地域ス
ポーツクラブ等の拠点を整備し、市民の学習や活動の場に対するニーズに応えていきます。

年　　度 平成１７年度 平成１８年度 平成１９年度

事業目標２

●モデル実施７校
市民主体による学校施設の有効活
用

●モデル実施　１４校 ●本格実施　１４校

進捗状況２

●モデル実施３校
※モデル実施とは別な方式である
学校施設の地域管理方式について
検討実施

●モデル実施１校
※モデル実施とは別な方式である
学校施設の地域管理方式について
検討実施

●モデル実施１校
※モデル実施とは別に学校施設の
地域管理のあり方について検討

事業目標１
●１５校で実施
図書館パートナーの配置による学
校図書館の有効活用

●平成１７年度の実施結果に基づ
き推進

進捗状況１
●１５校で実施 ●１７校で実施 ●１７校で実施（うち３校で地域貸

出実施）
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重点施策５

進捗状況

●総合企画局を中心として各局連
携のもとワークショップを開催

●関係部局と連携した支援を実施 ●教育文化会館・市民館における
「シニアの社会参加支援事業」立ち
上げに向けた検討

事業目標

●ワークショップの開催 ●関係部局と連携した支援

事業の概要
　今後10年の間に定年退職を迎える団塊の世代を中心に、シニア世代が自らのキャリアを地域社会の中で
活かし、地域の原動力として活躍することができるように、地域課題や、ＮＰＯの立ち上げ、起業などに関す
る学びを支援します。

年　　度 平成１７年度 平成１８年度 平成１９年度

事業名 ⑧シニア世代の活力を地域で活かすための支援 所管部署 生涯学習推進課

進捗状況

●川崎市家庭教育推進協議会を
年３回開催し、ＰＴＡや自主グルー
プ、ＮＰＯとの情報交換を行った。

●川崎市家庭教育推進協議会を
年３回開催し、ＰＴＡや自主グルー
プ、ＮＰＯとの情報交換を行った。

●川崎市家庭教育推進協議会を
年３回開催し、ＰＴＡや自主グルー
プ、ＮＰＯとの情報交換を行った。

事業の概要
　子育てに関わる活動や施策が効果的、有機的に展開され、地域全体で子育て家庭の支援と子どもの育成
に関わっていくことができるように、子育てグループや子育て支援グループと関係機関などのネットワーク化
を図ります。

年　　度 平成１７年度 平成１８年度 平成１９年度

事業名 ⑦子育て支援活動のネットワーク化 所管部署 生涯学習推進課

進捗状況２
●ＰＴＡ家庭教育学級１０５学級実
施、自主グループ家庭教育学級８
学級実施

●ＰＴＡ等家庭教育学級１０８学級
実施、自主グループ家庭教育学級
８学級実施

●PTA等家庭教育学級１１１学級
実施、自主グループ家庭教育学級
７学級実施

事業目標２
●ＰＴＡ家庭教育学級、自主グルー
プ家庭教育学級の開催

事業の概要
　子どもが「生きる力」を育む基礎となる家庭の教育力の向上を目指し、子どもの発達や生活習慣、子どもの
権利、親のあり方、地域社会との関わりなどについて学び、子育てにおける悩みや不安を共有・解消する機
会を提供するとともに、PTAや自主グループによる家庭教育や子育てに関する学習を支援します。

年　　度 平成１７年度 平成１８年度 平成１９年度

進捗状況

●市民局を中心に区レベル及び地
域レベルにおける市民活動支援拠
点の整備について協議

●継続協議 ●継続協議

事業目標

●利便性アップに向けた全庁的な
検討

●順次改善

事業の概要
　市民館をはじめ、図書館やスポーツセンター、こども文化センター、老人いこいの家、学校施設等の市民に
身近な施設を、生涯学習やコミュニティの拠点として位置付け、地域の実情に応じてより有効に活用できる
ように、ネットワーク化を図ります。

年　　度 平成１７年度 平成１８年度 平成１９年度

事業名
⑤学校施設・社会教育施設・市民利用施設

のネットワーク化（重点施策4-⑥）
所管部署 生涯学習推進課

●区役所など関係機関との連携の
推進

事業名 ⑥家庭の教育力の向上（重点施策1-⑬）

事業目標

所管部署 生涯学習推進課

事業目標１
●１２学級実施
家庭・地域教育学級の開催

進捗状況１
●１５学級実施
家庭・地域教育学級の開催

●１６学級実施
家庭・地域教育学級の開催

●１６学級実施
家庭・地域教育学級の開催
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重点施策５

進捗状況１
●全市的な市民教育推進体制の
構築へ向けた取組

●全市的な市民教育推進体制の
構築へ向けた取組

●全市的な市民教育推進体制の
構築へ向けた取組

事業目標１
●全市的な市民教育推進体制の
構築へ向けた取組

●全市的な市民教育推進体制の
構築へ向けた取組

事業目標１
●大学等による主体的な開放講座
の支援

進捗状況１

●大学等の講座を教育委員会が
後援することで市民の生涯学習を
支援

●５大学・７公開講座を連携して実
施。延べ２，４９６人の市民が参加

●８大学、１専門学校と連携して、
２０の公開講座を実施。延べ４，０４
７人の市民が参加

進捗状況２

●大学等高等教育機関１２校と行
政による連絡会議を設置

●委員を１４校に増やして連絡会
議を２回開催し、情報交換や公開
講座の促進を図った。

●連絡会議を２回開催し、情報交
換と連携を推進した。

事業目標２
●市内の８大学との連携
　　  大学連絡会議の見直し

事業の概要
　市民がＮＰＯやボランティアとして地域で活動していくための幅広い力を身に付ける市民教育の場の充実
等を図るとともに、その一層の推進に向けて、企業、大学、地域で活躍している市民グループ等との連携を
深めます。

年　　度 平成１７年度 平成１８年度 平成１９年度

事業名 ⑩市民教育の推進 所管部署 生涯学習推進課

進捗状況３

●商業高校（全・定）、橘高校にお
いて社会人聴講生（計６科目２４
名）を受け入れて調査研究を実施

●商業高校（全・定）、橘高校（全・
定）、高津高校（全）において社会
人聴講生（計７科目２８名）を受け
入れて調査研究を実施

●全日制５校、定時制１校で実施

事業目標３

●２校で試行
     市立高校における聴講制度の
試行

●聴講制度の導入（５校） ●聴講制度の導入（５校）

事業の概要
　市民の知識の向上や就労に向けたキャリアアップを図るため、市立高校における聴講制度の整備や、大
学や企業による地域開放講座の支援など、高校・専門学校・大学・企業との連携によるリカレント教育を推
進します。

年　　度 平成１７年度 平成１８年度 平成１９年度

事業名 ⑨市内の高校、専門学校、大学、企業との連携 所管部署 指導課・生涯学習推進課

事業の概要
　地域スポーツを通して、世代間交流や青少年の健全育成、高齢者・障害者の社会参加などの場となる、総
合型地域スポーツクラブを育成し、地域住民の主体的な運営を支援します。

年　　度 平成１７年度 平成１８年度 平成１９年度

事業名 ⑪総合型地域スポーツクラブの育成 所管部署 スポーツ課

事業目標２

●ボランティア研修等市民エンパ
ワーメント研修を実施
●市民自主学級･企画事業の実施
要綱を改正

●ボランティア研修等市民エンパ
ワーメント研修を実施
●市民自主学級･企画事業の実施

●市民エンパワーメント事業の実
施
●社会教育振興事業の見直し

●市民エンパワーメント事業の実
施
●社会教育振興事業の見直し

進捗状況

●延べ設立クラブ数 ３
・平間、高津、金程でのクラブ設立
・中野島地区でのクラブ設立の支
援
・幸区での設立に向けた支援の実
施

●延べ設立クラブ数 ３
・平間、高津、金程でのクラブ設立
・中野島地区、御幸地区でのクラブ
設立に向けた支援

事業目標

●延べ設立クラブ数 ３
●クラブ設立に向けた支援

●延べ設立クラブ数 ４

進捗状況２

●延べ設立クラブ数 ４
・平間、高津、金程に加え、中野島
地区でクラブ設立
・御幸地区でのクラブ設立に向けた
支援

●ボランティア研修等市民エンパ
ワーメント研修を実施
●市民自主学級･企画事業の実施

●延べ設立クラブ数 ５
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重点施策５

かわさき教育プラン-重点施策評価シート（平成１９年度）その２

●総合計画における関連事務事業経費等 (千円)

平成19年度平成17年度 平成18年度
平成17-19年度

合計

重点施策５ 「市民の学び」を支援する

11,806,4433,740,563 3,670,041

　計画事業費

　予算額

3,835,586

　事業費

　決算額

3,835,586

4,395,839

3,900,377

12,511,493

11,075,241

3,994,680 4,681,227

3,339,278
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重点施策５

かわさき教育プラン-重点施策評価シート（平成１９年度）その３

●「指標」と「展開する事業」の関連図

①市民館を拠点とした生涯学習の推進
③社会教育施設の整備
④学校施設の有効活用の推進(重点施策４－④)
⑧シニア世代の活力を地域で活かすための支援
⑨市内の高校、専門学校、大学、企業との連携
⑩市民教育の推進

②図書館機能の充実
（④学校施設の有効活用の推進）

⑪総合型地域スポーツクラブの育成

⑤学校施設・社会教育施設・市民利用施設のネットワーク化

⑥家庭の教育力の向上(重点施策１－⑬)
⑦子育て支援活動のネットワーク化

※実線枠の指標は、「かわさき教育プラン」に例示されている重点施策の成果指標
　破線枠の指標は、重点施策を評価するために補足設定した指標

重点施策５ 「市民の学び」を支援する

(重点施策４－⑥)

社会教育振興事業参加者数

図書貸出冊数

市民のスポーツ実施率

地域スポーツセンターの
利用者数

総合型地域スポーツクラブ数

学校施設と社会教育施設・
市民利用施設との

複合化数

家庭教育学級受講者数

ＰＴＡ学級受講者数

図書館登録人数
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重点施策５

かわさき教育プラン-重点施策評価シート（平成１９年度）その４

●「かわさき教育プラン」に例示されている指標の推移（上段：教育プラン値　下段：現状値）

５０％

138,000人

修正目標値 － － 4.5冊 ５冊 6.5冊

⇒ ⇒

指標の定義
・指標式（単位）

重点施策５ 「市民の学び」を支援する

指標名 社会教育振興事業参加者数 数値の出典 －

126,000人 127,000人

指標の定義
・指標式（単位）

「家庭教育学級」「ボランティア研修」市民自主企画事業」など、教育文化会館・市民館で行われる社会教育振興事業
への参加者数

平成16年度 平成17年度 平成18年度 平成19年度 平成26年度

128,000人 138,000人

現状値 125,000人 129,000人 137,000人 141,000人

教育プラン値 －

指標名 図書貸出冊数 数値の出典

修正目標値 － － 130,000人 131,000人

「川崎の図書館」

市立図書館における市民一人あたりの図書の年間貸出冊数
　＊H15年度－指定都市平均：４．０冊、全国平均：４．９冊

平成16年度 平成17年度 平成18年度 平成19年度 平成26年度

５冊 6.5冊

現状値 4.3冊 4.2冊 4.1冊 4.1冊

教育プラン値 4.5冊

指標名 市民のスポーツ実施率 数値の出典 県調査　市民意識実態調査

３８％ ４０％

指標の定義
・指標式（単位）

週に１日以上スポーツをしている成人の割合

平成16年度 平成17年度 平成18年度 平成19年度 平成26年度

４２％ ５０％

現状値 ３７．１％
（H15年度県調査）

－ － －

教育プラン値 －

修正目標値 － － ４０％ ４２％
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重点施策５

●重点施策を評価するために補足設定した指標の推移（上段：目標値　下段：現状値）

指標名 図書館登録人数 数値の出典 川崎の図書館

指標名
学校施設と社会教育施設・市民利用施設と
の複合化数

数値の出典

３ ３

目標値 －

現状値 1

５ 7以上

４

指標名 総合型地域スポーツクラブ数 数値の出典 －

指標名 地域スポーツセンターの利用者数 数値の出典

－

指標の定義
・指標式（単位）

川崎のスポーツ事業概要

－ － － －

指標の定義
・指標式（単位）

とどろきアリーナ、川崎市立体育館、幸スポーツセンター、高津スポーツセンター、麻生スポーツセンター
の個人利用者数

平成16年度 平成17年度 平成18年度 平成19年度 平成26年度

507,189人

教育プラン値 －

現状値 393,019人 414,126人 491,543人

３ ４

指標の定義
・指標式（単位）

市内に設立された総合型地域スポーツクラブの数

平成16年度 平成17年度 平成18年度 平成19年度 平成26年度

－

－ －

指標の定義
・指標式（単位）

学校施設と市民館、図書館、スポーツセンター、保育園、老人いこいの家等の施設と複合化した数

平成16年度 平成17年度 平成18年度 平成19年度 平成26年度

－ －

現状値 ２件 ２件 １件

目標値

２件

指標の定義
・指標式（単位）

ＰＴＡ家庭教育学級を受講した人の数

平成16年度 平成17年度 平成18年度 平成19年度 平成26年度

指標名 ＰＴＡ家庭教育学級受講者数 数値の出典 教文・市民館活動報告書

－－

14,350人現状値 16,403人 14,473人 14,462人

－ －

現状値 1,823人 1,668人 1,964人 1,737人

目標値 －

数値の出典

－

－

平成26年度

教文・市民館活動報告書

家庭・地域教育学級を受講した人の数

平成16年度 平成17年度 平成18年度 平成19年度

－

－

指標名 家庭・地域教育学級受講者数

－

指標の定義
・指標式（単位）

目標値 － －

登録期限３年以内の全登録者の人数

平成16年度 平成17年度 平成18年度 平成19年度 平成26年度

－ －

現状値 252,283人 257,095人 260,129人

教育プラン値 －

245,394人
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重点施策６

かわさき教育プラン-重点施策評価シート（平成１９年度）その１

●重点施策のめざす方向（成果）

●実施方法

・学校・家庭・地域社会が一体となって、地域に開かれた信頼される学校づくりを進めるコミュニ
ティ・スクールを各区に設置し、その取組の成果を区内の学校に周知し、地域の実態に合わせ、教育活
動の活性化を図る。
・社会教育に関わる市民団体、ボランティアの育成、市民のネットワーク作りなどを行い、市民の力に
よる地域の教育力向上を図る。

川崎市教育改革推進協議会によるコメント

・コミュニティ・スクールは、地域の実態に合わせて展開することが重要である。
・社会教育施設における社会教育事業の振興や、市民の生涯学習活動を通して、個性豊
かで活力に満ちた市民主体の生涯学習社会を構築する必要がある。

プロジェクトリーダー〔総務部長〕による見直し方針

●次年度以降に向けた見直し方針

「市民の力」を活かす

学校や地域社会が抱える課題を、市民と行政の新たな協働関係の中で解決でき
る。

・市民が学校の活動や、地域における教育の施策づくりに参加・参画できる仕組
みをつくる
・教育活動において地域人材を活用する
・生涯学習の推進と学校支援を一緒に行う体制を整備する

重点施策６ プロジェクト実施体制

リーダー 総務部長

メンバー
指導課長、生涯
学習推進課長、
企画課長

・コミュニティ・スクールを円滑に運営するための支援とともに、コミュニティ・スクールにおける先
駆的な取組を全校に周知し、各学校の取組に活かしていく必要がある。
・区における教育体制を整備・拡充し、学校運営全般や学校と地域社会との連携の強化を図る必要があ
る。
・学習機会の提供によって市民が学んだ成果を地域づくりや市民活動に還元していくための生涯学習を
展開し、地域の豊かな人材や資源を活かして、次世代の市民の育成や地域の教育力を形成することが必
要である。

プロジェクトによる総合評価

●重点施策の達成状況・総合評価

●課題・問題点

・コミュニティ・スクールについては、川中島小、東小田小、南河原小、土橋小の４校で学校・家庭・
地域が一体となった取組を進めて、その成果を他の学校に周知するとともに、現在指定されていない区
にある上丸子小・東橘中・中野島中・金程小を２００８年度の新規指定候補校として選定した。
・学校教育活動において地域人材の活用を図り、地域の協力者による指導・支援により、地域の特性を
活かした教育活動を行うため、教育ボランティアをまとめる教育ボランティアコーディネーターを１２
６校（前年度１２１校）に配置した。
・前年度に引き続き、市民館に学校運営支援担当の主幹・指導主事を配置し、学校や児童生徒・保護者
が抱える諸問題への対応を行い、また、区役所等の関係機関と連携し、地域事情に応じた学校支援活動
を実施した。
・プロスポーツを体感するとともに、スポーツへの意欲を充実させ、川崎の魅力をアピールすることを
目的にホームタウンスポーツ推進パートナー（トップチーム・トップアスリート：７団体、１個人）を
小学校に派遣する「小学校ふれあいスポーツ教室」を１１４校（前年度９０校）で実施した。
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重点施策６

●展開する事業の進捗状況（事業目標）

実　　績

●地域教育力の強化に向けた体
制整備に関する庁内検討を実施

●各区の生涯学習推進体制整備
の中に位置づけていくよう庁内検
討を実施

●各区の生涯学習推進体制整備
の中に位置づけていくよう庁内検
討を実施する一方で、関係部門と
連携しながら学校と地域との連携
推進を図った。

事業目標

●サポーター制度の導入に向けた
検討

●試行 ●試行の結果に基づく展開

事業の概要
　中学校区地域教育会議の運営支援や学校施設の有効活用の推進、学校における地域人材の活用促進
など、学校と地域の連携を推進する新たな担い手として、地域教育サポーター制度を構築します。

年　　度 平成１７年度 平成１８年度 平成１９年度

事業名 ④地域教育サポーター制度(重点施策4-⑦) 所管部署 生涯学習推進課

●実施

実　　績

●活性化に向け「組織のあり方」
「予算の組み立て」等の改革につ
いて具体的な手法の検討を行っ
た。

●予算執行の柔軟化等を図ることによ
り、区ごとに地域教育会議が中学校区
地域教育会議と連携し、活性化を図っ
た。

●行政区と中学校区地域教育会
議の役割を明確化し、予算執行の
柔軟化等により連携を深めなが
ら、地域教育会議の活性化を図っ
た。

事業目標

●活性化に向けた支援策の検討

事業の概要

　学校・家庭・地域の連携を推進するための市民の自主的な活動組織である行政区・中学校区地域教育会
議が、以下のような視点で活性化していくよう、支援していきます。
・中学校区地域教育会議住民・保護者・教職員の合意形成を図り、学校教育推進会議等と連携しながら学
校の運営や活動を支援するとともに、地域の子育て支援や学校と地域の協働を推進する組織として機能す
る。
・行政区地域教育会議は中学校区地域教育会議の支援・補完を通したネットワーク化や、行政区全体の生
涯学習活動を促進させるための支援とコーディネートを行う。また、地域住民の教育行政への意見反映と行
政との協働を推進する組織として機能する。

年　　度 平成１７年度 平成１８年度 平成１９年度

事業名 ③行政区・中学校区地域教育会議の活性化 所管部署 生涯学習推進課

実　　績

●平成１８年に平成１９年度研究校
を選定した。
●規則改正を検討し実施した。

●平成18年12月に川中島・東小
田・南河原・土橋の4小学校を学校
運営協議会を置く学校に指定し､コ
ミュニティスクールがスタートした。
●平成19年2月にキックオフフォー
ラムを開催し､4校の取組を他校に
周知した。

●平成20年2月にキックオフフォー
ラムを開催し､4校の取組を他校に
周知した。
●平成20年度の指定に向け、新た
にコミュニティ・スクールに取り組む
学校を4校(上丸子小、金程小、東
橘中、中野島中）選定した。

事業目標

●必要な規則改正の検討・実施 ●指定の検討
●順次指定

事業の概要

　保護者や地域住民と校長や教職員が一体となって、責任を共有しながら、地域に開かれた信頼される学
校づくりを進めるために、保護者や地域住民などが学校運営に積極的に関与する地域運営学校の設立を
検討します。設立にあたっては、保護者や地域住民等が委員となり、学校の運営に関して協議する学校運
営協議会を設置する必要がありますが、学校教育推進会議の活動実績を踏まえ、保護者・地域住民等の
ニーズに応じて協議会の設置を検討します。

年　　度 平成１７年度 平成１８年度 平成１９年度

事業名 ②地域運営学校の設立の検討(重点施策2-⑫) 所管部署 指導課

●全校実施
４２校が外部評価組織として､学校
教育推進会議を位置付けた。

●全校実施
６２校が外部評価組織として､学校
教育推進会議を位置付けた。

●全校実施
学校教育推進会議を学校関係者
評価と位置づけるよう検討を図っ
た。

実　　績

事業目標

平成１７年度 平成１８年度
●全校実施
学校教育推進会議メンバーの学校
教育への関わりの拡充

事業の概要
　開かれた学校づくりを進めるため、「学校評議員制」と、「川崎市子どもの権利に関する条例」の第４章「子
どもの参加」にある「定期的に話し合う場」の機能を併せ持つ、学校教育推進会議の活動を促進し、多くの子
どもや保護者の意見を聞いていきます。

年　　度 平成１９年度

事業名 ①学校教育推進会議の活動促進(重点施策2-⑩) 所管部署 指導課
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重点施策６

事業名
⑤地域人材等の活用(重点施策2-⑧) 所管部署 指導課・生涯学習推進課・スポーツ

課

事業の概要
　地域の人材やNPO・民間企業・総合型地域スポーツクラブなどを積極的に活用することで、学校の教育活
動を活性化させるとともに、教職員とは異なる多様な知識や技能、経験を子どもたちに伝えていきます。

年　　度 平成１７年度 平成１８年度 平成１９年度

事業目標

●各種ボランティア活動、ＮＰＯ法
人等との連携拡充

実　　績

●１１２校で教育ボランティアコー
ディネーターを配置した。
●教育活動サポーターを４８校に
配置した。

●教育ボランティアをまとめる「教
育ボランティアコーディネーター」を
平成１８年には１２１校に配置した。
●「ＮＰＯ法人教育活動総合サポー
トセンター」に事業を委託し、子ども
の学習活動や学校の教育活動を
支援するために、学校の要請に応
じて教育活動サポーターを77校に
配置した。
●地域スポーツを通じて、世代間
交流や青少年の健全育成、高齢者
の社会参加などの場となる総合型
地域スホーツクラブについては、設
立クラブ数が３団体、設立準備会と
して活動中のものが２団体となっ
た。

●教育ボランティアをまとめる「教
育ボランティアコーディネーター」を
平成１９年には１２６校に配置した。
●「ＮＰＯ法人教育活動総合サポー
トセンター」に事業を委託し、子ども
の学習活動や学校の教育活動を
支援するために、学校の要請に応
じて教育活動サポーターを１１１校
に配置した。
●「ＮＰＯ法人かわさき創造プロ
ジェクト」と連携し、生涯学習財団に
おいて「小学校のＰＣ活用授業アシ
スタント養成講座」を実施し、16名
の講座修了生が小学校のＰＣ活用
授業をアシストした。
●地域スポーツを通じて、世代間
交流や青少年の健全育成、高齢者
の社会参加などの場となる総合型
地域スホーツクラブについては、設
立クラブ数が４団体、設立準備会と
して活動中のものが１団体となっ
た。

事業名
⑥行政区における教育支援体制の整備

(重点施策2-④)
所管部署 指導課

事業の概要

　各行政区において学校教育と社会教育を総合的に推進する体制を以下の２つの視点から整備すること
で、市民の主体的な学習や活動と各学校の運営等をよりきめ細かく支援していきます。
・社会教育施設・市民利用施設・学校施設のネットワーク化による、市民の学習や活動の場の充実
・学校運営や市民の主体的な活動への支援施策を、学校教育・社会教育に加え、子育て・福祉などの関係
部署との連携により総合化

年　　度 平成１７年度 平成１８年度 平成１９年度

事業目標

●各行政区（７区）で実施
各区の市民館に学校教育を担当
する主幹・指導主事を配置

実　　績

●各区の市民館に学校教育を担
当する主幹と指導主事をそれぞれ
１名ずつ配置した。

●各区の市民館に､学校教育を担
当する主幹・指導主事を配置した。

●各区の市民館に､学校教育を担
当する主幹・指導主事を配置した。
●組織拡充に向けた検討を行っ
た。

事業名 ⑦川崎市教育改革推進協議会の設置 所管部署 企画課

事業の概要
　学識経験者、教職員、保護者、市民などが、本市における教育改革を推進していくにあたっての具体的な
課題について検討する場として、川崎市教育改革推進協議会を設置します。

年　　度 平成１７年度 平成１８年度 平成１９年度

事業目標

●協議会の設置
●プランの進捗管理・課題の検討

実　　績

●平成１７年４月１３日に協議会を
設置
●４回の会議を開催し、プランの進
捗管理・課題の検討を行った。

●４回の会議を開催し、重点施策
の推進と評価に関する協議を行っ
た。

●６回の会議を開催し、重点施策
の評価及び、かわさき教育プラン
の第２期実行計画を検討した。
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重点施策６

かわさき教育プラン-重点施策評価シート（平成１９年度）その２

●総合計画における関連事務事業経費等 (千円)

5,466 14,295

　事業費

　決算額 4,024

12,129

　予算額 4,043 5,889 6,211 16,143

　計画事業費 4,043 4,043

4,805

「市民の力」を活かす重点施策６

平成17年度 平成18年度 平成19年度
平成17-19年度

合計

4,043
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重点施策６

かわさき教育プラン-重点施策評価シート（平成１９年度）その３

●「指標」と「展開する事業」の関連図

①学校教育推進会議の活動促進(重点施策2-⑩)
②地域運営学校の設立の検討(重点施策2-⑫)

③行政区・中学校区地域教育会議の活性化

④地域教育サポーター制度(重点施策4-⑦)
⑤地域人材等の活用(重点施策2-⑧)

⑥行政区における教育支援体制の整備(重点施策2-④)

⑦川崎市教育改革推進協議会の設置

※実線枠の指標は、「かわさき教育プラン」に例示されている重点施策の成果指標
　破線枠の指標は、重点施策を評価するために補足設定した指標

重点施策６ 「市民の力」を活かす

地域活動実施率

「学校運営協議会」
設置数

｢教育を語るつどい」の
参加者数

学校教育ボランティアコー
ディネーター配置校数

各区学校支援担当への相談数
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重点施策６

かわさき教育プラン-重点施策評価シート（平成１９年度）その４

●「かわさき教育プラン」に例示されている指標の推移（上段：教育プラン値　下段：現状値）

●重点施策を評価するために補足設定した指標の推移（上段：目標値　下段：現状値）

7,744件

－

各区学校支援担当への相談数

平成18年度 平成19年度 平成26年度

－ － -

現状値 － 4,357件 6,554件

- -

学校教育ボランティアコーディネータ配置学校数

指標名 各区学校支援担当への相談数 数値の出典 －

121校 126校

165校

－

平成26年度

－ 120校

平成18年度 平成19年度

「市民の力」を活かす重点施策６

平成19年度平成18年度 平成26年度

６６０人 ７００人

現状値

指標の定義
・指標式（単位）

市民意識実態調査地域活動実施率

趣味のサークル、ボランティア、PTA、町内会、子ども会など、地域で活動している市民の割合

４０％２９％ ３０％

指標名

平成16年度

指標の定義
・指標式（単位）

数値の出典

現状値

平成19年度平成18年度平成17年度

指標の定義
・指標式（単位）

130校

－

平成17年度

指標の定義
・指標式（単位）

地教行法に基づき、「学校運営協議会」を設置した学校数

平成16年度 平成17年度

指標の定義
・指標式（単位）

指標名

４校－

目標値

教育プラン値

平成16年度

平成16年度

目標値 －

現状値

－

学校教育ボランティアコーディネーター配
置校数

数値の出典

- -

平成17年度

－ -

112校

目標値 －

指標名 「学校運営協議会」設置数

４校

数値の出典

教育プラン値

平成18年度

指標名

現状値

－

３２％

２７％

３４％

地域における教育に関心を持ち、毎年１回各行政区において開催される「教育を語るつどい」（各行政区
地域教育会議主催）へ参加する地域住民の人数

３６％

６４０人

平成17年度

平成26年度

平成19年度

－

数値の出典 －

平成26年度

－

｢教育を語るつどい」の参加者数

６００人 ６４５人 ７００人 １，０００人

－ ６２０人

平成16年度

４０％

修正目標値 － － ６５０人 ６６０人 ７００人

修正目標値 － ３５％
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第４章 教育委員会の活動状況 
 
 
１ 会議の開催回数 
   

（１）教育委員会定例会  １２回（原則として毎月第４火曜日） 
 （２）教育委員会臨時会   ７回（原則として毎月第２火曜日） 
 
２ 会議の審議件数等 
  「地方教育行政の組織及び運営に関する法律」及び「川崎市教育委員会教

育長に対する事務委任等に関する規則」に基づき、審議等を行いました。 
 
（１）審議案件    ・・・５５件 
（２）請願審査    ・・・ ３件 
（３）その他報告事項 ・・・７１件 

 
なお、審議案件等の一覧は、５２ページ以降に掲載しています。 

 
３ 会議以外の活動状況 
  

（１）市議会への出席 
    教育委員長が年４回の市議会定例会に出席するとともに、第３回市議

会定例会においては、教育委員会の活動状況の点検評価等について答弁

を行いました。 
 
 （２）指定都市教育委員・教育長協議会等への出席 
    
 （３）スクールミーティングの実施 
    平成１９年度より、小・中・高等学校を訪問し、特別授業や児童・生

徒等との懇談を行うことを目的に、スクールミーティングを３回実施し

ました。 
なお、巻末に参考資料を添付しています。 

 
 （４）周年行事への出席 
    平成１９年度は、７つの学校の周年行事に出席し、学校との情報交換

を図りました。 
 
 （５）市長との意見交換 
    川崎市の教育の課題等について市長と意見交換を行いました。 
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 （６）その他行事等 
    成人式や教職員運動会等の各種行事に出席したほか、教員採用候補者

選考試験の面接官を行いました。 
 
４ 教育委員会の公開 

市民に開かれた教育委員会を目指し、ホームページを中心に教育委員会に

ついて紹介をしています。なお、ホームページでは、教育委員の紹介をはじ

め、教育委員会の概要や教育委員会会議録等、広く情報を公開しています。 
  また、教育委員会会議の開催日時及び議案等について、事前にホームペー

ジに掲載し、告示しています。 
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○審議案件

議案番号 件　　　名 審議日

1 川崎市教育委員会委員長の選任について 4月2日

2 川崎市教育委員会教育長の任命について 4月2日

3 川崎市教育委員会委員長職務代理者の指定について 4月2日

4 平成２０年度使用教科用図書の選定に係る諮問について 4月24日

5 川崎市教科用図書選定審議会委員等の委嘱等について 4月24日

6 川崎市社会教育委員の委嘱及び解嘱について 4月24日

7 川崎市文化財審議会委員の委嘱及び解嘱について 4月24日

8 橘高等学校の建物の取得について 5月22日

9 川崎市立学校の設置に関する条例の一部を改正する条例の制定について 5月22日

10 公文書開示請求に対する諾否の決定処分に関する異議申立てに係る決定について 5月22日

11 川崎市総合教育センター運営規則の一部を改正する規則の制定について 6月26日

12 平成２０年度川崎市立高等学校の入学者の募集及び選抜要綱（案）について 6月26日

13 「市立高等学校改革推進計画」について 7月24日

14
「川崎市における幼児教育の方向性及び市立幼稚園のあり方に関する基本方針」に
ついて

7月24日

15 平成２０年度川崎市立幼稚園園児募集について 7月24日

16 川崎市立学校の設置に関する条例の一部を改正する条例の制定について 7月24日

17 川崎市立高等学校授業料等徴収条例の一部を改正する条例の制定について 7月24日

18
学校教育法等の一部を改正する法律の施行に伴う関係条例の整理に関する条例の制
定について

7月24日

19 公文書開示請求に対する諾否の決定処分に関する異議申立てに係る決定について 7月24日

20
平成２０年度川崎市立特別支援学校高等部（知的障害教育部門）の入学者の募集及
び選抜要綱（案）について

8月28日

21 平成２０年度使用小学校教科用図書の採択について 8月28日

22 平成２０年度使用中学校教科用図書の採択について 8月28日

23 平成２０年度使用高等学校教科用図書の採択について 8月28日

24 平成２０年度使用特別支援学校教科用図書の採択について 8月28日

25
平成２０年度使用小学校特別支援学級及び特別支援学校小学部教科用図書の採択に
ついて

8月28日

26
平成２０年度使用中学校特別支援学級及び特別支援学校中学部・高等部教科用図書
の採択について

8月28日

27 川崎市教育委員会傍聴人規則の一部を改正する規則の制定について 8月28日

28
学校教育法等の一部を改正する法律の施行に伴う関係規則の整理に関する規則の制
定について

9月18日

29 川崎市情報公開条例施行規則等の一部を改正する規則の制定について 9月18日

30 （仮称）王禅寺中央小学校・（仮称）王禅寺中央中学校の通学区域について 10月9日

31 平成20年度川崎市立高等学校入学定員について 10月9日

32 川崎市立学校社会見学委員会規則の一部を改正する規則の制定について 11月27日

33 人事について 12月11日

平成１９年度　教育委員会審議案件等一覧
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議案番号 件　　　名 審議日

34
川崎市教育委員会職員の勤務時間等に関する規程の一部を改正する訓令の制定につ
いて

12月25日

35 万福寺地区等の住居表示の変更に伴う通学区域の変更について 12月25日

36 人事について 12月25日

37
川崎市職員の給与に関する条例及び川崎市立高等学校及び幼稚園の教育職員の給与
等に関する特別措置に関する条例の一部を改正する条例の制定について

1月29日

38 土橋小学校の建物の取得について 2月12日

39 教育委員会事務の委任等に関する規則の一部を改正する規則の制定について 3月11日

40 川崎市総合教育センター処務規則の一部を改正する規則の制定について 3月11日

41 川崎市青少年の家条例施行規則等の一部を改正する規則に制定について 3月11日

42 川崎市教育委員会事務局事務分掌規則の一部を改正する規則の制定について 3月11日

43 川崎市教育機関事務分掌規則の一部を改正する規則の制定について 3月11日

44 人事について 3月11日

45
川崎市教育委員会教育長に対する事務委任等に関する規則の一部を改正する規則の
制定について

3月18日

46 川崎市教育委員会公印規則の一部を改正する規則の制定について 3月18日

47
川崎市立小学校及び中学校の管理運営に関する規則等の一部を改正する規則の制定
について

3月18日

48 川崎市立高等学校管理運営に関する規則の一部を改正する規則の制定について 3月18日

49 指導が不適切な教員に対する人事管理システムに関する規則の制定について 3月18日

50 川崎市教育委員会非常勤職員に関する規則の一部を改正する規則の制定について 3月18日

51 川崎市教育委員会安全衛生管理規則の制定について 3月18日

52
川崎市立学校教育職員の人事評価に関する規程の一部を改正する訓令の制定につい
て

3月18日

53 川崎市教育委員会職員安全衛生規程等を廃止する訓令の制定について 3月18日

54
川崎市教育委員会職員の勤務時間等に関する規程の一部を改正する訓令の制定につ
いて

3月18日

55 人事について 3月18日

○請願審議

番号 件　　　名 審議日

1 請願第８号審議 4月24日

2 請願第２号審議 8月28日

3 請願第１号審議 10月9日
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○その他報告事項

番号 件　　　名 報告日

1 平成１９年度実施　川崎市立学校教員採用候補者選考試験の実施について 4月24日

2 市立幼稚園基本方針（案）について 4月24日

3 教育長の臨時代理による規則の制定について 4月24日

4
公文書開示請求に対する全部開示処分及び部分開示処分に係る異議申立てに関する
答申について

4月24日

5 市立高等学校改革検討委員会検討のまとめについて 4月24日

6 定期監査の結果について 4月24日

7 教育委員会の権限に属する事項に係る教育長の専決事項の報告について 4月24日

8 叙位・叙勲について 5月22日

9 人事について 5月22日

10 教育長の臨時代理による人事について 5月22日

11 教育委員会の権限に属する事項に係る教育長の専決事項の報告について 5月22日

12 仮称多摩スポーツセンター建設等事業について 6月12日

13 請願の報告及び協議について 6月12日

14
公文書開示請求に対する全部開示処分及び部分開示処分に係る異議申立てに関する
答申について

6月12日

15 平成１９年度実施川崎市立学校教員採用試験候補者選考試験の応募状況について 6月12日

16 学校図書館における図書の地域貸出事業について 6月26日

17 教育委員会の権限に属する事項に係る教育長の専決事項の報告について 6月26日

18 叙位・叙勲について 6月26日

19 請願の報告および協議について 6月26日

20 人事について 6月26日

21 平成１９年第３回市議会定例会の報告について 6月26日

22 市議会請願審査状況について 6月26日

23 教育委員会の権限に属する事項に係る教育長の専決事項の報告について 6月26日

24 人事について 8月28日

25 教育委員会の権限に属する事項に係る教育長の専決事項の報告について 8月28日

26 市長の専決事項の指定について第２項による専決処分について 8月28日

27 平成１８年度一般会計教育費の歳入歳出決算について 8月28日

28 財団法人川崎市生涯学習財団の経営状況について 8月28日

29 財団法人川崎市学校給食会の経営状況について 8月28日

30 東生田小学校改築工事請負契約の締結について 8月28日

31 御幸小学校大規模改修工事請負契約の締結について 8月28日

32 叙位叙勲について 9月18日

33 教育委員会の権限に属する事項に係る教育長の専決事項の報告について 9月18日

34 人事について 9月18日

35 平成19年度実施　教員採用候補者選考試験の名簿登載者数について 10月9日

36 教育委員会の権限に属する事項に係る教育長の専決事項の報告について 10月9日

37 平成１８年度「かわさき教育プラン」重点施策の評価について 11月13日

38 平成１９年第４回市議会定例会の報告について 11月27日

39 市議会請願審査状況について 11月27日

40 平成20年度川崎市立幼稚園園児募集状況について 11月27日

41 叙位・叙勲について 11月27日

42 平成１９年度地方教育行政功労者表彰について 11月27日
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番号 件　　　名 報告日

43 中学校教育６０年記念教育功労者表彰について 11月27日

44 教員表彰選考結果について 11月27日

45 平成19年度文部科学大臣学校給食優良学校表彰について 11月27日

46
平成19年度学校保健および学校安全表彰(文部科学大臣表彰)ならびに神奈川県学校
保健功労者等表彰について

11月27日

47 優良ＰＴＡ表彰（文部科学大臣・神奈川県教育委員会）受賞団体について 11月27日

48 「かわさき教育プラン」新実行計画の重点施策の概要について 11月27日

49 平成20年度予算編成方針及び教育費予算要求における主要課題について 11月27日

50 教育委員会の権限に属する事項に係る教育長の専決事項の報告について 11月27日

51 市長の専決事項の指定について第２項による専決処分について 11月27日

52
教育委員会の権限に属する事項に係る教育長の臨時代理の報告について（特別支援
学校の募集人数について）

11月27日

53 平成１９年度全国学力・学習状況調査結果の概要について 11月27日

54 平成１９年度全国学校体育研究最優秀校について 12月11日

55 平成１９年度　川崎市立小学校学習状況調査の結果について 12月11日

56 有馬・野川地区生涯学習拠点施設の整備について 12月25日

57 神奈川県体育功労者表彰について 12月25日

58 教育委員会の権限に属する事項に係る教育長の専決事項の報告について 12月25日

59 人事について 12月25日

60 かわさき教育プランの重点施策(平成２０年度～平成２２年度）素案（案）について 1月15日

61 人事について 1月15日

62 叙位・叙勲について 1月29日

63 平成１９年第５回市議会定例会の報告について 1月29日

64 教育委員会の権限に属する事項に係る教育長の専決事項の報告について 1月29日

65 平成１９年度川崎市包括外部監査の結果について 1月29日

66 平成２０年度教育予算（案）の概況及び重点施策について 2月12日

67 教育委員会の権限に属する事項に係る教育長の専決事項の報告について 2月12日

68 教育委員会の権限に属する事項に係る教育長の臨時代理の報告について 3月11日

69 請願の報告及び協議について 3月18日

70 平成１９年度中学校学習状況調査結果報告について 3月18日

71 教育委員会の権限に属する事項に係る教育長の専決事項の報告について 3月18日
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平成１９年１０月２３日（火）川崎市立南河原小学校において、川崎市では初めてスクールミーティ

ングを開催しました。スクールミーティングは、教育委員が児童生徒・教職員・保護者等との交流や意

見交換等を通じて学校現場と教育委員会の相互理解を深めるため、今年度新たにスタートしたものです。 

◎日程                       

１ ようこそ南小へ 

２ 特別授業『バイオリンの魅力を知ろう』 

３ 児童と一緒に給食  

４ 特別授業『光触媒のふしぎな力』  

  

教育委員と児童との交流が行われました。教育委員の話や、児童からの学校紹介があり、元気な子ど

も達の様子が分かりました。 

プログラム 

１ 教育委員入場 

２ 校歌 

３ はじめの言葉 

４ 学校長の話  

５ 教育委員会の話  

  委員長・教育委員の紹介 

６ 各学年からの南小の紹介  

７ 歌「かわさきのねいろ」 

 

 

 洗足学園音楽大学名誉教授である鈴木嵯峨子委員に

よる、バイオリンの授業では、バイオリンの成立ちや

仕組などについての説明がありました。間近で聴く生

の演奏に子ども達は聴き入っていました。 

【演奏曲目】 

「さくら」伴奏「大工園夏海教諭」・「ふるさと」伴奏「柴田悦子教諭」 

「この道」伴奏「菊池真由教諭」・「赤とんぼ」伴奏「須山佳代子教諭」  

バイオリンの魅力を知ろう 

ようこそ南小へ 

平成 1９年１０月発行 
 

川崎市教育委員会 
庶務課 Ｔｅｌ200-3266 

南小大根   南小みかん    南小柿 

参考資料  



 

 

 

  神奈川科学技術アカデミー理事長である藤嶋委員による、光

触媒の授業では、３０年以上前に発見した光触媒の原理やどの

ように利用されているかの説明がありました。 

  実験では、子ども達が実際に手に触れて、光触媒で「匂いが

消える」、「ガラスが曇らない」などを体験しました。 

児童からは、光触媒の仕組やその働きのすごさがよく理解できた

との感想があり、教員からは、ぜひうちの学校のガラスを光触媒にして欲しいとの声がありました。 

 

 

【宮田委員長】初めての試みでどうなるかと思っていたが、予想以

上の成果があった。子ども達に教育委員の存在を知ってもらえ、子ども達の

様子も良く分かった。 

【青山委員】子ども達と長時間、直に触れあうことができた。またこういう

機会がもてると良い。 

【藤嶋委員】６年生と給食を食べたが、みんな活発だった。担任の先生は大

変よく学級をまとめていた。 

【内田委員】３年生と給食を食べたが、とても歓迎していただき、楽しい時間をすごせた。 

【鈴木委員】バイオリンの魅力を知ってもらうことができた。先生方と演奏することができたことも良

かった。機会があればまた授業をしたい。 

【木場田教育長】子ども達や学校の先生方の努力で非常に良い会ができた。 

【横山校長】 

普段の学校の姿を見せることができてよかった。子ども達もとても喜んでいた。 

 

 

 

  

今後の予定 

平成１９年１１月１３日（火）宮前平中学校スクールミーティング（生徒との懇談会等） 

平成２０年 １月１５日（火）川崎高等学校スクールミーティング 

光触媒のふしぎな力 

教育委員・校長の感想

南河原小学校のみなさん ありがとうございました。 



 

 

 

 

平成１９年１１月１３日（火）川崎市立宮前平中学校（宮

前区）において、スクールミーティングを開催しました。

スクールミーティングは、教育委

員が児童生徒・教職員・保護者等

との交流や意見交換等を通じて学

校現場と教育委員会の相互理解を

深めるため、今年度新たにスター

トしたもので、１０月の市立南河

原小学校についで２校目。 

                      

  

 授業視察では、教育委員・市職員が３グループに分かれて各学年 

の教室を回り先生と生徒が真剣に学習している姿を見せていただき 

ました。また、急遽教育委員のリクエストで、音楽室において、３ 

年生が「大地讃頌」を熱唱していただき、若いエネルギーをもらい 

ました。 

  

 

 生徒会役員や・各専門委員会の委員を中心に、生徒の司会・進行により生徒と教育委員の懇談を行い

ました。生徒からは、体育祭・花咲祭（文化祭）等学校行事や部活動や専門委員会の取組みについての

発表がありました。 

 図書委員から図書室の充実について要望があったほか、生徒会長からは、世の中で活躍している人の

話を聞きたいなどの要望が出されました。 

 また、生徒の服装についての議論になると、活発な議論が展開され、先生が注意してくれないのがい

けないのではなく、自分達で気をつけて直していかなければならないという結論に達しました。教育委

員も、生徒達の高い自立意識にとても感心していました。５０分の予定でしたが、２倍の１００分の懇

談会となり、当初の部活動視察はカットとなってしまいましたが、有意義な懇談会でした。 

 

 

生徒との懇談 

授業視察 

平成 1９年１１月発行 
 

川崎市教育委員会 
庶務課 Ｔｅｌ200-3266 

◎日程 

１ 授業視察 

２ 生徒との懇談 

３ 保護者との懇談 



 

 ＰＴＡ役員の方々と、懇談会を行いました。保護者からは、進路、学校教育推進会議の充実、行政区

地域教育会議との連携についての話が出されました。 

 教育委員からは、実経験から行政区と中学校区地域教育会議の連携・運営の難しさや中学生期におけ

る読書の大切さ、一人ひとりの特性の伸ばし方についての話がありました。 

 

 

 

 

【宮田委員長】授業中の理解の状況が良く、先生の指導の工

夫が大変見られた。生徒の着実な能力の育成ができている。 

【青山委員】合唱が良くまとまっていてすばらしかった。ま

た、生徒や保護者と直接懇談をじっくり行うことができ、有

意義であった。 

【藤嶋委員】生徒がしっかりした考え方を持っているのに感

心した。生徒たちの将来が楽しみである。 

【内田委員】授業のまとまりがとても良かった。花咲祭（文化祭）を子ども達の提案で行うなど、生徒

達の自立という宮前平中の良い伝統を見ることができた。 

              【鈴木委員】生徒のいきいきとした素直な明るい表情が印象深かった。

先生方が手助けをしながらも、生徒たちの自主性を大切にしている様子

を生徒との懇談会で感じた。 

【見冨校長】中学校生活の様子を丁寧に見ていただき、また、生徒や保

護者の声を熱心に聞いていただき感謝している。良い機会に恵まれたと

思っている。 

 

 

 

  

今後の予定 

平成２０年 １月１５日（火）川崎高等学校スクールミーティング 

保護者との懇談 

教育委員・校長の感想

宮前平中学校のみなさん ありがとうございました。 

思いやり 



昼 食 

 

 

 

 

平成２０年１月１５日（火）、創立９７年目を迎える川崎市立川崎高等学校

（川崎区）において、スクールミーティングを開催しました。スクールミー

ティングは、教育委員が児童生徒・教職員・保護者等との交流や意見交換等

を通じて学校現場と教育委員会の相互理解を深めるため、今年度新たにスタ

ートしたもので、昨年１０月の市立南河原小学校、１１月の宮前平中学校に

ついで３校目。 

川崎高等学校の教育目標『こころ豊かな人になろう』 

                      

 生活科学科食物コース３年の生徒達が作

ったとても美味しい昼食をいただきました。

一番苦労したところは「盛り付け」とのこと。もてなしの心が伝

わってきました。 

 

お品書き 太巻き寿司 

 細巻き（梅じそきゅうり、たくあん） 

 鶏の唐揚げ  

小松菜のくるみ和え  

吸い物（わかめ・白髪ねぎ） 

 

 ≪福祉科≫は社会福祉の知識や技術を学び、訪問介護員などの資格を取得し、

福祉社会で活躍する専門職の育成を目指しています。オムツ交換の実習では、４分以内という時間制限

の中で、丁寧かつ観察を大切にしながら作業をする練習を真剣に行っていました。 

≪生活科学科≫は、創立９７年の伝統をもつ県内唯一の学科で、「生活」を科学するために総合的な視

点から学習を行い、生活関連産業のスペシャリストの育成を目指しています。服飾コースの生徒達の作

品のファッションショーを見せていただきました。２年間かけて製作した思い思いの作品は、とてもす

ばらしいものでした。 

 

 

  

 

授業視察 

平成２０年１月発行 
 

川崎市教育委員会 
庶務課 Ｔｅｌ200-3266 

◎日程 

１ 昼食 

２ 授業視察 

３ 生徒との懇談 



 

各学科の生徒達と懇談会を行いました。生徒からは学校生活や学習活動についての報告がありました。

それぞれの学科で資格試験や進路に向けて真剣に取組んでいることがよくわかりました。また、進路（将

来）についての話題では、海外留学や自分の店を持ちたいなど、思い思いの夢を語っていただき、教育

委員からアドバイスを含めた話がありました。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【宮田委員長】美味しいランチ、目立たない北庭に災害用のペットボトル、学

校の雰囲気に「暖かさ」を感じた。爽やかな授業に満々たる生徒の将来が見え

る。 

【青山委員】将来を見据えて学習することの大切さを感じた。そういう教育を

我々教育委員会が提供していかなければならないと思う。 

【藤嶋委員】生徒がしっかりした考え方を持っているのに感心した。生徒たちの将来が楽しみである。 

【内田委員】先生方の努力が実を結んでいると思う。生徒たちはしっかりしていると思うが、就職して

社会に出ると現実は厳しい。やはりどこの世界でも勉強・努力が大切であることをよく理解して欲しい。 

【鈴木委員】生徒達と自分の昔を思い出しながら楽しくお話しすることができた。専門学科の指導をま

すます充実させていって欲しい。 

【木場田教育長】具体的な夢や目標を持って学ぶことの大切さを感じた。 

【郡司校長】色々なお話を聞くことができ、生徒達の今後の生き方の参考に

なったと思う。目的意識を大切にしながら、専門学科の相乗効果を高められ

るよう取組んで生きたい。 

 

 

川崎高校では、災害時に備えて、生徒自らの手により、水の入ったペットボトルを

備蓄しています。目標は１万本とか！ 

生徒との懇談 

教育委員・校長の感想

川崎高等学校のみなさん ありがとうございました。 
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